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序章 課題と構成

1問 題 の所 在 と本 論 文 の課 題

これまでにも幾 度 となく語 られ てきたとお り、今 や 「環 境 問 題 」は世 界 の主 要 課 題 の1つ であ

る。「環 境 問題 」の 困難 は、社 会 システムと自然 環 境 システムという、互 いに独 立 しながら、それで

いて複 雑 に絡 まりあう糸 を解 きほぐさね ばならない点 にある。かつては、局 所 的 一 時 的 な相 互 依

存 を気 に掛 ける必 要 のある揚合 を除 けば、多 くの場 合 、互 いのシステムを与件 とするか 、せいぜ

い外 部 性 の内 部 化 という形 で対 処 可 能であった。それが 「環 境 問題 」の深 化 と共 に、お互 いのシ

ステムの広 範 で永 続 的 な相 互 依 存 性 の認 識 抜 きには 、問題 のわ解決 を図ることが不 可 能 となっ

た。

森 林 セクター にお いても、樹 木 そのもの、それを育 む 土 地 、森 林 に生 息 する動 物 、森 林 が受

け皿 となりそこから放 つ水 流 、また最 近 では二 酸化 炭 素など、様 々な局 面 で社 会 システムと自然

環境 システムとが相 互 に関連 し合 っている。伝 統 的 に林 学 では施 業 という自然 環 境 へ の働 きか

けを通 して、この相 互 依 存 性 へ の 関心 は高 かったが、必 要 とされるの は林 分 単 位 、せいぜ い個

別 経 営 単位 でのそれであった。それが近 年 、「地 球 温 暖 化 問題 」の解 決 を図 るためなど、視 野 に

収 めねばならない範 囲 が飛 躍 的 に拡 大 した。

また、ここまで、社 会 システムと一 括 りにしてきたが、社 会 システムもまた、経 済 システム、非 市

場 的 な人 間 の情 緒 的靱 帯 に基 づ く狭 義 の社 会システム、そして政 治 システムという、異なる編 成

原 理 を持 つサブシステムから構 成 され る。かつ て、ポランニー は『大 転 換 』において、ヨー ロッパ に

お ける市 場 社 会 の勃 興 と変 質 を描 くことで、社 会 システムと経 済 システムの相 互 依 存 的 関係 を

提 示 した。現 代 の森 林 セクター を語 る際 にも、家 族 としての農 山村 世 帯や 森 林 ボランティアなど、

経 済 システムではなく、社 会 システムに包 摂 される重 要 な要 素 が存在 す る。また、森 林 の公 的 管

理 など、森 林 セクター における政 治 システムの役 割 も一層 重 要性 を増 している。

論 文 タイトル 「森 林 と社 会 の相 互 依 存 性 把 握 のための勘 定 体 系 の研 究 」は、現 代 の森 林セク

ターに関わる多 くの問題 の解 決 には、以 上 述 べてきた異 なるシステムの相 互 依存 性 の認 識 と、そ

の相 互 依 存 性 を包 括 的 に把 握 するための論 理 、方 法 が重 要 であり、それらが本 論 文 の主 題 で

あることを意 味 する。本 論 文 では多 くの部 分 を、環境 資源 勘 定や 社 会 会 計 行 列 といった勘 定 体

系 の概 念 に依 拠 するが、このことは、異 なるシステム間 の相 互 依 存 性 を包 括 的 に一 貫 した体 系

によって把 握 する上 で、勘 定 体 系 が非 常 に有用 な概 念 であることによる。もとより、本 論 文の扱 え



る範 囲 には限 界 があるため、議 論 は経 済システムを中心 に、その他 のシステムとの 関係 が専 ら探

られる。次 節 では、より詳 細 に各 章の構 成 を述 べる。

2本 論 文 の構 成

本 論 文 は大 きく3部 から構 成 される。

第I部 は森 林 と社 会 の相 互 依 存 性 を包 括 的 に把 握 するための体 系 として、森 林 資源 勘 定 につ

いて論 じる。以 下 の3章 から構 成 される。

1章 では、現在 の 日本 の森 林 調 査 お よび関 連 統 計 の現 状 および 問題 点 にっいて、諸 外 国の

比 較 を含 め概 観 する。その上 で 、そうした問題 点 を克 服 す る体 系 としての、森 林 資源 勘 定 の意

義 を論 じる。併 せ て、産 業 連 関表 と森 林 資 源 勘 定 の関連 についても論 じる。

2章 では、森林 資源 勘 定のこれまでの発 展 に先 導 的 な役 割 を果 たしてきたヨー ロッパ の経 験 に

ついて、近 年 の成 果 である、森 林 に関 する欧州 版 経 済 統 合 勘 定 に焦 点 を当てて論 じる。そうし

た分 析 を踏 まえて、日本 にお ける森 林 資源 勘 定の今 後 の発 展 を展 望 する。

3章 では、森 林資 源 勘 定 利 用 の一 例 として、木材 利 用 の国際 比 較 を行 う。具 体 的 には、日本 、

東 南 アジア諸 国 、欧 州 諸 国 、アメリカ合 州 国 にっ いて比 較 す る。日本 との関 係 を考 える際 に重

要 であるアメリカ合 州 国 については、既 存 の勘 定 が存 在 しないため、ジョージア州 につい て新 た

に構 築 を試 みる。また、これらの分 析 を通 して、温 暖化 問題 にお ける排 出源 、吸収 源 問題 のアカ

ウンティング問題 への森 林 資源 勘 定 の寄 与 について展 望す る。

第II部 では、森 林 と社 会 を媒 介 する場 としての土 地 に着 目し、土 地 を通 した相 互 依 存 関係 の

包 括 的把 握 について論 じる。以 下 の2章 から構 成 される。

4章 では、土 地 勘 定をキー概 念 として、森 林 と社 会 を媒介 する場 としての土 地 ついて、勘 定体

系 で把 握 す る際 の方 法 について考 察 する。また、特 に土 地 統 計 システムの発 達 している欧 州 諸

国 を中心 に、諸外 国の土 地 関 連 統 計 システムについて論 じる。

5章 では、日本 で土 地 を媒 介 に森 林 関連 統 計 を整備 していく際 に重要 となる、森 林 計画 情 報

と地 籍情 報 の整 合 性 および相 互 利 用 可 能 性 につ いて、島根 県 羽 須 美 村 を対 象 に実 証 的な分

析 を行 う。



第III部 では、森 林 と相 互 依 存 関係 にある社 会 につ いて、社 会 経 済 システム内 部 の記 述 に新

たに必 要 とされる視 角 について論 じる。以 下 の2章 から構 成 される。

6章 では、森 林 の利 用 ・管 理 を行 っていく際 に、その基盤 となる農 山村 の存 立 構 造 を探 ること

が重 要 であるとの立 場 から、従 来 の地 域 産 業 連 関 表 を批 判 し、農 山村 社 会 会 計 行 列(農 山村

SAM)と いう概 念 を提 起 する。また、第1部 および2部 で論 じた森 林 資 源 勘 定 、土 地 勘 定 と農 山

村SAMと の関係 について、農 山村SAMの 環境 への拡 張 の視 点 から考 察 を加 える。

7章 では、レクリエーションやボランティアなど、現 代 の森 林 セクター において重 要性 を増 してき

ているが、市場 システムだけでは十 分 に捉 えきれない事 象 について、その把 握 の可 能 性 を探 る。

まず 、CVMな ど環境 経 済学 分 野 で多 く用 いられる環境 評価 手 法 について、その限界 を論 じる。

そして、一 つの手 がかりとして、Fisherの 「富 」概 念 およびJusterの 「富 」概 念 に基 づく勘 定体 系

の検 討 を中心 に、新 たな把握 の可 能 性 について考 察す る。

以 上 のとおり、大 別 した3部 において、いずれも森 林 と社 会 の相 互依 存性 とその把 握 につい

て議 論 が行 われるが、それぞれ焦 点 が異 なる。まず 、「I森 林 資源 勘 定 」では、森 林 で成 長 する

樹 木 そのものと、森 林 から社 会 に供 給 され る木 質 資 源 に焦 点 を当 てる。「II土 地 の包 括 的 把

握 」は 、林 地 に関する議 論 である。その際 、農 地 や都 市 的利 用 など、森 林 以 外 の土 地 利 用 との

関係 も考 察 され る。「III社 会 システム把 握 の視 角 」では、貨 幣 システムを考 察 する。ここでは、

森 林 セクターと農 山村 経 済 の関連 や 非 市場 的価 値 について議 論 され る。

このように本 論 文 では、木 質 資源 、土 地 、社 会 システムという3つ の視 角 によって、森林 と社 会

の多 彩 な関係 の各 側 面 を描 き、それ を併 せ 見 ることによって、複 雑 な両 者 の相 互 依 存 性 を浮 き

彫 りにすることを 目指 す。もとより、森 林 と社 会 との関係 は、この3つ の側 面 に限 られたものではな

い。前節 でも述 べたとおり、水 や野 生 動 物 など、まだまだ様 々な事象 に光 を当てね ばならない。こ

の点 については、終 章 で今 後 の展 望 として論 じられる。



I森 林資源勘定



1森 林資源 勘定の意義

1.1は じ め に

本 章 では、森 林 資 源 勘 定 の意 義 について、特 に 日本 の現 状 との関 連 を中心 に論 じる。日本

では近 年 、現行 の森 林 簿 を中心 とした森 林 調 査 体 系 の不備 が大 きく取 り上 げられるようになり、

新 たな国 家 森 林 資源 調 査 体 系 が模 索 され ている。また、地 球 温 暖 化 問 題 へ対 処 するため、森

林 関連 統 計 や廃 棄 物 統 計 の整 備 へ の社 会 的要 請も強 まるものと考 えられる。その 際 に、森 林

資 源 勘 定 体 系 は、これら諸 統計 に一 貫 した枠 組 みを提 示 するものとして期 待 される。

最 初 に、日本 における森 林 調 査 と関連 統 計 の現状 お よび問題 点 について、諸 外 国 の比 較 を

含 め概観 する。その上 で、そうした問題 点 を克 服 するために、森 林 資源 勘 定 がどのような意義 を

持 つかを論 じ、併せ て、産 業 連 関 表 と森 林 資源 勘 定の関 連 につ いても論 じる。

1.2日 本 にお ける森 林調 査 および森 林 関連 統 計

(1)森 林 調査

日本 の森 林 調 査 体 系 の根 幹 は、森 林 簿 システムを中心 に構 成 されている。その特 徴 として、

以 下 の諸 点 が挙 げ られ る。1)都 道 府 県 が民 有 林 、森 林 管 理 局 が国 有 林 について森 林 情 報 を

管 理 する。2)その際 の最 小 管理 単位 は小 班 と呼 ばれ、日本 全 国で約3千 万 件 以 上 レコードを

数 える。このレコードは森 林 計 画 の編 成 にあわせ 、5年 ごとに更新 す る。3)地 域 森 林 計 画 の基 礎

資 料 としてのマクロ的利 用 、および、森 林 施 業 計 画 の作 成 支 援 、認 定 、施 業 勧 告 などの基 礎 資

料 としてのミクロ的利 用 に供 される。

このような詳 細 なデ ータベ ースは、世 界 的 にもあまり例 を見 ない。しか しながら、こうした森 林 簿

システムを中心 とした森 林 調 査 体 系 の欠 点 が、近年 、強 く認 識 されるようになった(1)。

欠 点 は次 の3点 にまとめられる。第1に 、蓄積 量 、成 長 量 等 の数 値 は、実 際 の調 査 結 果 でなく、

1950年 代 に調整 され た収 穫 表 をもとに、林 齢 から算 出 され たもので信 頼 性 に欠 けるなど、森 林

の現状 を把 握 するためのモニタリング機 能 が欠 如 していること。第2に 、伐 採 照 査 につ いて、多 く

の都 道 府 県 で 問題 となっているが、空 中写 真 や 聞 き取 りなどによる伐 採 箇 所 の特 定 といったデ

ータ更 新 システムに限界 があること
。第3に 、近 年 需 要 の増 加 した 自然環 境 情 報 が不 足 している

点 であること。



また、以 上 の問題 に加 え、ここ数 年 、温暖 化 問題 の 関連 からも、森 林 統 計 の充 実 が要請 される

ようになった。それは、京 都 プロセスのマラケシュ合 意3条4項 で規 定された、温 暖 化 ガス吸収 源

としての森 林 を特 定するためのもので、その 目的 のために、現 在 の森 林 簿 システムには次 の諸 点

が欠 如 している。

第1に 、全 国 の蓄積 量などのデータが、林 小 班 からの積 み上 げとなるため、吸 収 量 算 定 の基

礎 となる森 林 資源 デ ータの統計 的精 度 が不 明である。第2に 、森 林 資 源 データ管 理 を個 々の都

道府 県 が各 々の基 準で行 っており、全 国 統 一 基 準 がない。第3に 、吸収 源 デ ータとして必 要 とさ

れ る、育 成 林 、保 安 林 の施 業 、管 理 に関 する情報 や 、森 林 土壌 の炭 素 収 支 データ等 が不 足 し

ている。

以 上 の 問 題 は 様 々な 局 面 を含 ん で いるが 、当 座 、吸 収 源 対 策 等 へ の 対 応 のた め に 、日本 の

森 林 全 体 の モニ タリング機 能 や 統 計 的 精 度 を確 保 す る方 策 として 、欧 米 の 多 くの 国 で 実 施 され

てい る、定 点 観 測 による森 林 継 続 調 査 法 を基 礎 とした、サ ンプ リング による、国 家 森 林 資 源 調 査

(National Forest Inventory,NFI)の 導 入 が考 え られ る(2)。

表1-1に ヨー ロッパ 諸 国 にお ける国 家 森 林 資 源 調 査 の名 称 及 び 開 始 時 期 を示 した。この表 を

見 ると、ヨー ロッパ 諸 国 にお ける最 初 の 国 家 森 林 資 源 調 査 は 、デ ンマ ー クで1880年 に 開 始 され

てい ることが 分 かる。しか しな が ら、デ ンマー クのThe National Forest Statisticsは 、所 有 者 へ の

聞 き取 り調 査 に よるセンサ スであ り、定 点 観 測 による森 林 継 続 調 査 法 を基 礎 とした もの で は はな

い。これ は国 土 に 占 める森 林 面 積 の小 さい 、デ ンマ ー クの 実 情 を反 映 したもので ある。定 点 観 測

に よる森 林 継 続 調 査 法 を基 礎 とした、国 家 森 林 資 源 調 査 の嚆 矢 は 、1919年 には じまるノル ウェ

ー のNational Forest Inventoryで ある
。そ の後 、1921年 にフィンランド、1923年 にスウェー デ ン

で 、ノル ウェー と類 似 の 調 査 が 開 始 され た。その 他 の 国 で は ほ とん ど、第2次 世 界 大 戦 後 に国 家

森 林 資 源 調 査 が 開 始 され るが 、この 際 にも、多 くの 国 で 定 点 観 測 に よる森 林 継 続 調 査 法 が 採

用 され た。

日本 で も、表1-2に 示 したとお り、1954、1961、1966年 の 計3回 、サ ンプリング による全 国 規

模 の森 林 資 源 調 査 が行 わ れ たことが ある(3)。しか し残 念 なことに、その後 しば らく、広 葉 樹 や 酸 性

雨 といったトピックを除 くと、全 国 調 査 は行 われ てこなか った。

そ れ が1999年 に実 に30数 年 ぶ りに、2003年 まで の5年 間 をか けて行 う全 国 規 模 のサ ンプ リ

ング調 査 が 実 施 され ることとな った。この 「森 林 資 源 モニ タリング調 査 」の具 体 的 な 内 容 だ が(4)、

日本 全 体 に4km格 子 で 、1万5千 点 の サンプ リングプ ロットを配 置 し、各 プ ロットは0.01-0.1haの

3種 類 の 同 心 円 で 、森 林 概 況 、タイプ 、土 壌 型 、毎 木 調 査 、下 層 植 生 、伐 採 、枯 死 、被 害 、野



生 動 物 生 息 状 況 などの情 報 につ いて、小 さなプロットほど詳 細 な情 報 を集 めるというものである。

この調 査 によって、前 に森林 簿 システムの 問題 点 として挙 げた、統 計 的 精度 が確 保 されると共 に、

伐 採 照 査 の改 善 や 自然 環境 情 報 の充 実 が期 待 されている。ただ残 念 なことに、今 後 の調 査 の

継 続 については、未 だ不 透 明 であり、モニタリング機 能 の確 保 には十 分 でない。

(2)森 林 関 連 統 計

データ収 集 の視 点 から、日本 の森 林 ・林 業 統 計 を眺 めた場合 、どのような整 理 が可能 だろうか。

表1-3は 、古井 戸(5)がカバレッジ、質 、比較 可能 性 の3本 を軸 に、日本 の森 林 ・木 材 統 計 につい

て評 価 したものを、本 章 の 目的 に添 って書 き改 めたものである。

ここで、カバレッジとは、当該 分 野 ・部 門をどれだけ完 全 に記 述 できるだけのデータが揃 ってい

るか、質 は、カバー され ている限 りにおけるデ ータの精度(測 定 の精 度 ・サンプル数 ・統 計 的 有 意

性)、 比 較 可 能 性 は、他 国 のデータとの比 較 可 能 性(デ ータ収集 方 法 の一般 性 ・普 遍性)を 、そ

れぞれ指 している。

全 体 を通 して、3つ の大 きな問 題 点 が見 られ る。まず 第1に 、森 林 資 源 や林 業 経 営 分 野 の統

計 に比 べ て、レクリエー ションや水 環 境 といった非 林 業 目的 のための統 計 の整 備 の遅 れが 目立

つ。第2に 、森 林 資源 と林 業 経 営 との連 関を示 すデ ータが、一部 の森 林 組 合 や 企 業 体 によって

個 別 に行 われているものの 、行 政 による定 期 的 な調 査 は見 られない。第3に 、森 林 資源 統 計 に

関して、前 にも述 べたように1954年 、1961年 、1966年 の3回 しかインベ ントリーが行 われておら

ず 、質 、比 較 可能 性 とも非 常 に貧 しいものとなっている。

以 上 の問題 点 を、別 の切 り口から眺 めると、森 林 資 源 ストック統 計 の不備 が非 常 に大 きな問

題 点 として浮 かび上 がる。森 林 資 源 インベントリーそのものの不 備 、森 林 資源 と林 業 経 営 との連

関デ ータ、あるいは林 業 経 営 の投 入 統 計 の不 足 、森 林 資源 ストックと水 資 源 統 計 の連 関 の不 備 、

といったものである。

確 かに、ストック統 計 の整備 には、時 間 的 にも金 銭 的 にも多 大 なコストを必 要 とする。そのため

には、時 間 のかかる地 道 な努 力 を必 要 とするだろう。しかしながら、モントリオール ・プロセス(6)など、

国際 的 な森 林 に関する指標 基 準化 の動 きを引 き合 いに出すまでもなく、環 境 問題 の解 決 にとっ

ても、また林 業 を含 めた適 切 な森 林 管 理 の上 でも、森 林 関 連 統 計 の整 備 は現 代 において緊急

を要 する課 題 である。林(7)の云うように 「良 質 のデータの不 足 」している現 在 をしっかりと把 握 し、

「内容 は「空 」」な美 辞 麗 句 に踊 らされることなく、良質 データを着 実 に蓄 積 していくことが、そのた

めの何 よりの近 道 だろう。



1.3森 林 資源 勘 定の意 義

日本 において、90年 代 半 ばから、森 林 資源 勘 定 体 系 に関 する研 究 が活 発 に行 われてきた(8)。

森 林 資源 勘 定 とは、簡 単 に云 えば、森 林 関 連 の資源 および環 境 情 報 について、整 合 性 、包 括

性 に優 れた会 計 学 的 枠 組 み の中で扱 おうとするものである。その全 体 構 造 は図1-1に 示 したと

おりである。以 下 、この図 に沿 って説 明 しよう。

森 林 資源 勘 定 は、(1)森 林 勘 定 、(2)林 地 勘 定 、(3)林 産 物 勘 定 、(4)森 林 管理 勘 定 の4つ

の勘 定 によって構 成 される。

森 林 勘 定 は山 林 に生 えている立木 について、期 首ストック、期 間フロー、期 末 ストックを立木

の材 積 で表 章 するもので、会 社 の資 産 同様 、森 林 立 木 という資 産 を記 述 す る。林 産 物 勘 定 は、

丸 太 から廃 材 にいたるまでの様 々な森 林 資源 の利 用 過 程 を、重 量 あるいは体 積 といった物 量 単

位 で記 述 する。したがって、森 林 勘 定 と林 産 物 勘 定 を併せ れ ば、森 林 の生 育 から木 材 の廃 棄 ま

で、一 貫 した体 系の 中で記 述することが可 能 となる。

ところで 、森 林 勘 定 と林 産 物 勘 定 で は物 質 エ ネ ル ギ ーバ ランス(Material　 Energy　 Balance:

MEB)理 論 が キー 概 念 となる(9)。MEB理 論 は 、社 会 の 各 セクター ごとに 、物 質 お よび エ ネル ギー

の 自然 環 境 か らの 採 取 、社 会 に お ける使 用 、自 然 界 へ の廃 棄 の過 程 を、物 質 ・エネル ギー 保 存

則 によって描 き出 す アプ ロー チ である。

MEB理 論 の嚆 矢 は 、Ayres,R.U.・A.V.Kneese(1969)の マテリアル ・バ ランス・アプ ロー チ とい え

るだろう(10)。彼 らは 、伝 統 的 経 済 学 が 、た とえ ば、消 費 され たもの はあ たかも世 界 か ら消 滅 す るか

のご とく、生 産 や 消 費 の 過 程 を物 質 ・エ ネル ギー 保 存 則 と矛 盾 した 形 で 把 握 したた め 、環 境 汚

染 問 題 を正 しく捉 え得 なか った とし、レオ ンティエフ が産 業 連 関 分 析 に用 いた 固 定 生 産 係 数 を

用 いて 、物 質 の 代 謝 過 程 を定 式 化 した。そ の後 、OECD加 盟 国 を 中 心 に研 究 が進 み 、陸 水 、

森 林 ・木 質 資 源 、大 気 、エ ネル ギー 等 の分 野 で 、部 分 的 で はあるが 、開 発 が行 わ れ た。森 林 資

源 勘 定 の 分 野 で 、この アプ ロー チ の 先 鞭 をつ けた の は ノル ウェー だ が 、最 近 で は 、森 林 セ クター

の統 計 が 豊 富 なフィンランドで研 究 が盛 んで ある(11)。

MEBは 通 常 、(1)ス トック勘 定 、(2)セ クター 商 品 表 、(3)マ スバ ランス表 の3つ の表 によって構

成 され る。フィンランドの森 林 資 源 勘 定 を例 として 説 明 す ると、まず 、表1-4が ストック勘 定 である。

これ は森 林 勘 定 に 当 たる。樹 種 ごとに1990年 期 首 と期 末 のストック量 と、そ の 間 の 変 化 の 要 因 を

表 す フロー 量 が記 載 され る。表1-5セ クター 商 品 表 と表1-6マ スバ ランス表 は 、いず れ も林 産 物



勘 定を構 成 する木 材 フロー の表 である。セクター商 品表 は産 業 連 関 表 と似 てお り、森 林 セクター

の各 主 体 間 を、木 質 資 源 がどのように使 用 されていくかを、物 量 単位 で記 述 したものである表側

の(I)(O)は 各 々投 入 と産 出 を表 す。たとえば 、製 材 セクターでは、1704万 立米 の製 材 用 丸 太 投

入 に対 して、740万 立米 の産 出 があったというように読 む。セクター商 品表 については、3章 でより

詳 細 に述 べる。次 にマスバランス表 だが、この表 はセクター 商 品 表 のす べての項 目を質 量換 算

す るとともに、自然 環 境 へ の廃 棄 ・放 出までも勘 定 形 式 で表 章す る。表 頭 の項 目もそれを意識 し

た分類 となっている。(I)(O)が投 入 産 出 を表 す ことは、商 品 セクター表 と同様 である。

さて、次 に森 林 管 理 勘 定 であるが、この勘 定 は森 林 を管 理 していくための資 金 の流 れ を、価

額 単位 で記 述 するものである。様 々な森 林 ・林 業 に関す る補 助 金 や税 金 、あるいは民 間 の林 業

投 資 といったものは、全 てこの 中で記 述 され る。森 林 管 理 勘 定と森 林 勘 定 の連 結 の 中に、費用

有 効度 分 析(12)のための情 報 を見 つ け出す ことも出来 る。す なわち、費 用 便 益 分 析 のように、多

様 な価 値 を含 む 立木 ストックの価 値 と市場 で決 定 された造 林 費 用 を、同 じ貨 幣 尺 度 で足 し引 き

するのではなく、価 額 単 位 の造 林 費 用 と物 的 単位 の立 木 ストックの関 係 性 を明記 す るに止 める

ことが、この体 系 では可 能 である(13)。

森 林 管 理 勘 定 と森 林 勘 定 を直 接 連 結 し、それらの整 合 性 を図 る役 割 を果 たすのが、最 後 の

林 地勘 定 である。それ は森 林 管 理 のための資 金 や労 働 力 が、林 地 およびその上物 としての森 林

に投 入 され、その結 果 、木 材 や レクリエー ションが産 出し、また、現 在 の森 林 状 態 が存 在 するとい

う仕組 みである。林 地 勘 定 の作成 には、地 理 情 報システム(Geographic Information System,G

IS)の 利 用 が考 えられる。林 地 勘 定 につ いては、4章 で詳 細 に述 べる。

それぞれの勘 定 は森 林 資 源 勘 定 以外 の勘 定 に関しても、その一 部 分 を構 成 している。たとえ

ば林 地 勘 定 は土 地 勘 定 体 系 を、農 地 勘 定 や他 利 用 地 勘 定(こ れ は、住 宅 地 勘 定 、未 利 用 地

勘 定 などが考 えられ る。)とともに構 成 する。また、森 林 管 理 勘 定 は、政府 勘 定や 農 家 林 家 勘 定

など貨幣 勘 定 や 国 民経 済 計 算(System of National Accounts,SNA)の 一部 を成 すものであるし、

林 産 物勘 定もまた、産 業 連 関表 などとの接 合 によって、SNAと 直接 に接 点 を持 つ、といった具 合

にである。

大 事 なことは、各 体 系 がそれぞれ に包 括 性 と整 合 性 を備 えていることであり、それ らの体 系 の

重 なり合 いとして、世 界 を記 述 しようとする考 え方 である。森 林 資 源 勘 定 体 系 の構 築 は、その意

味 で大 きな可能 性 をはらんでいる。

1.4産 業 連 関 表 の フレー ムワー クと森 林 資 源 勘 定



産 業 連 関 分析 は1920年 代 にレオンチェフによって提 起 された。第2次 世 界 大 戦 後 、経 済 発

展 政 策 を支 える有 力 な理 論 として重 用 され 、各 国で作 成 が行 われてきた。こうした事 情 は 、冷 戦

体 制 下 の西側 諸 国 のみならず 、社 会 主 義 諸 国 においても同様 だった。SNA方 式 とは異 なる概

念 である、物 的 生産 物 勘 定 体 系(Material　 Products　 System,MPS)方 式 という、マルクスの再 生

産 標 識 を理 論 的 基礎 とす る体 系 の下 であったが、社 会 にお ける再 生 産 の全 過 程 を把 握 し、計

画経 済を推 進 する理 論 として、産 業連 関分 析 は大 きな影 響 を及 ぼした(14)。

もとより産 業 連 関 分 析 は経 済 システム内部 の循 環 を対 象 としており、環 境 資 源 勘 定 の扱 う環

境 までも包 括 した循 環 までは扱 うことが 出来 ない(15)。しかし、以 上述 べ たように、多 くの国で産 業

連 関 表 を作成 す る際 、データ収 集 や 作 表 の過 程 で蓄積 してきた経 験 は、森 林 資源 勘 定 作 成 の

際 にも重 要 である。

そこで本 節 では、森 林 資 源 勘 定 に産 業 連 関 表 のフレームを適 用 することの有 効 性 について、

再度 吟 味 した後 、日本 の産 業 連 関表 作 成 過 程 において係 数 の推 計 が実 際 にどのように行 われ

ているかを検 討 す る。最 後 に、こうした産 業 連 関 表 の作成 過 程 から森 林 資源 勘 定 を作成 する際

の参 考 となりえる点 について述 べる。

(1)産 業 連 関表 のフレームワークの有 効 性

産 業 連 関表 はその成 立 の初 期 において、2つ の異なる目的 の間 でのせ めぎあいがあった。そ

れは、レオンチェフの有 名 な 「アメリカ経 済 の構 造 」(16)の初 版 と第2版 のなかで特 に鮮 明 に顕 れて

いる。

すなわ ち、「初 版 では、L.ワ ルラスの一 般 均 衡 理 論 を検 証 する観 点 から、閉 鎖 モデル によっ

て、 投 資 と技術 変 化 が引き起 こす産 業 部 門 間 の 『構 造 シフト』が各 産 業 部 門 の供 給財 の価 格

および 生産 量 に及 ぼす影 響 を計 測 することがレオンチェフの主題 であり、第2版 では、開放 モデ

ルによって、雇 用 創 出政 策 のために、最 終 需 要 の規 模 と構 成 が各 産 業 部 門の生 産 額 と雇 用 量

に作用 する影 響 を推 測 することが、 新 しい課題 として設 定 されている」(17)のである。

われわれ が産 業連 関 表 という場 合 に、通 常 思い浮 かべ るのは、 第2版 の 目的 に近 い方 法 で

ある。それ は、家 計 部 門 等 の含 まれていない開放 体 系 で組 み 立 てられた産 業 連 関表 を用 いて、

仮 定された需 要 構 造 から波及 効 果 を測 定 する、単 純 な条件 付 き予測 モデルを指 している。

こうした視 点か ら見る限 り、産 業連 関 表 は将 来 予 測 のためのツール に過 ぎず 、コンシステンシ

ーを重 視 す る勘 定の形 式 とは一 見
、 無 関係 なもののように考 えられる。



しかし、森 林 資源 勘 定 にとっては、む しろ初 版 の 目的 の方 がより重 要 である。この 目的 の意 味

するところは、「技 術 係 数 の変 動 過 程 や 産 業 部 門 の相 互 関連 性 そのものを浮 き彫 りにするため

の構 造 論 的 な方 法 研 究 」(18)である。 そこで求 められ ているのは、「産 業 連 関表 の対 象 反 映性 」

(19)であり、相 互 に複雑 に絡 み合 った対象 を、マトリクスの形 式 を借 りて、浮 き彫 りにすることなので

ある。そして、68年SNAに よって定 義 された産 業連 関表 も、この初版 の 目的 同様 、構 造 論 的 な

問題 意 識 から設 計 されたものであり、コンシステンシーを重視 するものである。

レオンチェフが産 業 連 関表 を初 めて作成 してから、す でに半 世 紀 以 上 の時 が経 った。しかしな

がら産 業 連 関 表 の 目的 が、ここで述 べた構 造 分 析 と予 測 の2つ の柱 であることに変 わりはない。

オイルショック以 降 の経 済 の混 迷 の 中で、予 測 手 法 としての産 業 連 関表 の利 用 がふるわない現

在 、構 造 の枠組 みを提供 するツール としての産 業 連 関表 の役 割 が再 認 識 され ている。森 林 資 源

勘 定 に対 する産 業 連 関表 フレームの有 効性 も、この文 脈 で捉 える必 要 がある。

(2)産 業 連 関表 の作 成過 程

現在 日本 では全 国 表 として、2種 類 の産 業連 関表 が作 成 されている。1つ は内 閣府 経 済 社 会

総合 研 究所 国 民経 済 計 算 部 が作成 す るSNA産 業 連 関表 であり、もう1つ は総 務省 統 計 局 が中

心 となり、10府 省 庁 合 同 で作 成 される共 同産 業連 関表 である。

SNA産 業 連 関 表 は、68年SNAに 基 づき、「V表(産 業 別 商 品産 出表)とU表(産 業別 商 品

投入 表)か ら通 常 の産 業連 関表 である商 品 ×商 品表 を導 出 しようとする」(20)ものであり、「国 民経

済 計 算 の計数 との整 合 性 及 び公 表 の速 報 性 の面 で独 特 の特 色 をもっている」(21)。それ に対 して

共 同産 業 連 関 表 は、V表 、U表 は作 成 せ ず 、商 品 ×商 品表 を直 接 作 り上 げていくもので、「国

際 的 にみ ると日本独 特 のもの」(22)である。

SNA産 業 連 関表 は、68年SNAと の整 合 性 、および、毎年 刊 行 される『国民 経 済 計 算 年 報』

での速 報 性 を確 保 するために、細 かな部 門分 割 を犠 牲 にしているのが現 状 である。共 同産 業連

関表 では、68年SNAと の整 合 性 を犠 牲 にす る代 わりに、細 かい産 業 分 類 が用 いられている。

森 林 資 源 勘 定 の作 成 に当たっては、様 々な既 存 統 計 をつ なぎ合 わせ ていく作 業 が 中 心 とな

ること、また森 林 ・木 材 セクターが明示 的 に表 されていることなどを考慮 して、この後 の議 論 では、

共 同産 業 連 関表 について検討 す る。したがって、ここから先 で特 にことわりのない限り、産 業 連 関

表 とは共 同産 業 連 関 表 を指 すものとする。まず 、産 業 連 関表 の作成 過 程 を順 次 検 討 する(23)。

1)基 本 方 針 の決 定

産 業 連 関表 の全 国基 本 表 は5年 おきに作 成 されるが、その都 度 、経 済 の変 化 などに応 じて、



慎 重 な検討 が行 われ る。部 門 分 類 や概 念 、定 義等 の変 更 、想 定 される分 析 内容 への対応 、作

成 の可能 性 の見 極 め(基 礎 デー タの有 無 、予 算 ・人 員 の制 約 、作 成 期 限)等 であわ、これらに

全 作成 期 間の3分 の1近 くを費 やす。

2)基 礎 デ ー タの収 集 ・加 工 ・整 備

産 業 連 関表 の作成 で は、政府 統 計 、民 間統 計 あわせて600種 類 以 上 の統 計 が利 用 される。

しかし、生 産 コスト及 び商 品の販 売 構 成 に関 しては 、既 存 の統 計 からの情 報 がほとんど得 られな

いため、特 別 調 査 を行 う必 要 がある。例 えば1990年 表 では45種 類 の特別 調査 が実 施 された。

必 要 な統 計 が収 集 された後 、産 業 連 関表 の概 念 、定 義 、分 類 に合 わせた形 で、統 計 の加 工 、

整 備 を行 う。

3)国 内生 産 額 及 び投 入 ・産 出額 の推 計(第1次 作 表)

基 礎 デ ータの一 通 り揃 ったところで、第1次 作 表 にかかる。まず 、統 計 の比 較 的整 備 され てい

る国 内生 産 額 が最初 に決 定 され 、次 に投入 額(生 産 コスト構 成)、 産 出額(販 路構 成)の 順 に推

計 される。投 入 額 の推 計 では、賃 金 、減 価 償 却 費 、エネル ギー費 のように、比 較 的 基礎 統 計 が

しっかりしている部 分 や 、鉄 鉱 業 の鉄 鉱 石 とコークスの投 入 のように、技 術 的 に決 定 され る部 分

を先 に推 計 し、わかりにくい部 分 は、その後 で推 計 され る。産 出推 計 の場 合 にも、同様 に比 較 的

はっきりした部分 から優 先 して推 計 するため、まず輸 出入 額 から推 計 される。

4)バ ランス調 整(第2次 作 表)

こうして作表 された産 業 連 関 表 では、縦 列 の合 計(中 間 投 入 額 十 付加 価 値 額=国 内生 産 額)

と横 列 の合 計(総 需 要 額 一 輸 入 額=国 内 生 産 額)と が、理 論 的 には一 致 するはず である。しか

し、当 然 のことながら現 実 にはそうはうまくいかず、一 致 す るまで数 字 を修 正 していく必 要 が生 じ

る。この作業 を「バランス調 整 」と呼 ぶ。

その方 法 は、 基 礎 デ ータの信 頼 度 に応 じてより正 しいと思 われる数 字 を優 先 し、それ と整 合

性 を持 つように、他 の数 字 を調 整 していくものである。産 業連 関 表 の場 合 、通 常 、国 内 生 産 額 に

関 する数 字 の信 頼 性 が最 も高 いと考 えられるので、国 内生 産 額 を固 定 して、その他 の数 字 を修

正 していくわ けである。このように、国 内生 産 額 のように、そのほか全 ての数 字 を統 制 するような、

基 準 となる 数 値 をコントロール ・トータルと云う。 この作 業 を具 体 的 に例 示 す ると、次 のような手

順 となる。

農 林 水 産 省 の製 材 業 統 計 から得 られ た建 設 業 向 けの製 材 販 売 量(産 出 量 〉の推 計 量 が、

国 土 交通 省 の建 設 統 計 から得 られた製 材 使 用 量(投 入 量)よ りも過 大 だったとする。投 入 と産 出

の数 字 が一 致 しないので、両省 の担 当者 による調 整 が行 われるが、その際 の第1の 判 断 基 準 は、



どちらの省 の推 計 がより信 頼 性 の高 い情 報 を利 用 しているかという点 である。そして、どちらも不

十 分 と判 断 されると、再度 関係 者 からのヒヤリング、技 術 情 報 の人 手等 が行 われる。

例 えば、国 土 交 通省 の数 字 を採 用す ることになったとしよう。農 林 水 産省 は建 設 業 向 けの製 材

産 出量 を減 らすことになるわけだが、 その分 を列 部 門 のどこか に振 り向けなければ、帳 尻 が合 わ

なくなる。次 に、製 材 の産 出 を増 や され たその部 門 は、他 の行 部 門からの投 入 を減 らさなけれ ば

ならなくなる。というように、1つの数 字 の修 正 が次 々と他 へ波 及 することとなるわけである。

つまり、縦(投 入)を 直 すと横(産 出)の バ ランスが崩 れ、横(産 出)を 直 す と縦(投 入)の バラン

スが崩 れるといった具 合 で、この作 業 にはかなりの 日数 を要 す る。このように、バランス調 整 は産

業連 関表 作成 の 中核 的 な作 業 であり、もっとも手 間 と暇の掛 かるものである。

(3)森 林 資源 勘 定 作 成 の際 のヒント

「産 業 連 関 表 の対 象 反 映 性 」は、森 林 資 源 勘 定 のコンシステンシーを確 保 する上 で、非 常 に

有 効な概 念 である。このような相 互 関 連 した世 界 の見 取 り図 を描 くために、産 業連 関表 の用 いて

いる手 段 は、非 常 に示 唆 に富 んでいる。その 中心 的 な作 業 は、 「バランス調 整 」であり、そのた

めに第1に 決 定 すべき数 値 がコントロール ・トータルというわけである。

森 林 資 源 勘 定 の森 林 資 源 勘 定 作 成 にこの手 順 を当 てはめてみると、次 のようになるだろう。

まず 何 をコントロール ・トータル にとるかということであるが、日本 の場 合 、製 材 工 場 ・紙 パエ場 の

統 計 が人 出荷 量 とも、比 較 的 正 確 にとられてお り、これ らをコントロール ・トータル に据 えるのが適

当であろう。 その上 で、全 体 をバランス調 整 していくことになるが、不 足 している廃 材 等 の統 計 は

特別 調 査 で補 っていく。また、途 上 国 において同様 の作 業 を行 う場 合 には、国 内生 産 量 の統 計

の信 頼 性 が低 いために、貿易 統 計 をコントロール ・トータル にすることが考 えられる。
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図1.1森 林資源勘定の全体構造



2欧 州 における森 林資源 勘定の展開と含意

2.1は じめ に

1992年 のUNCEDに おいて採 択 された森 林 原 則 声 明 とアジェンダ21は 、「持続 可 能な森 林 管

理 」の考 え方 を打 ち出 した。また同時 に、アジェンダ21の 中では、批 准 国全 てが環 境 勘 定 を開

発 すべきことが明 示 的 に示 された。こうした動 きを受 けて、UNCED以 降 、現 在 までの10年 ほどの

期 間 で、森 林 に関 して社 会 経 済 システムと自然環 境 システムとを包 括 的 に捉 える森林 資源 勘 定

の役割 に対 する期 待 が高 まった。

特 にヨー ロッパ で は 、1960年 代 後 半 以 降 、北 欧 の 「森 林 資 源 勘 定 」や フランスの 「自然 遺 産

勘 定 」とい った実 践 的 な取 り組 み に代 表 され る長 い助 走 期 間 を背 景 として 、そ の発 展 には 著 しい

もの があった(1)。2000年 に 欧 州 統 計 局(EUROSTAT)に よってまとめ られ た『森 林 に 関 す る欧 州

版 環 境 経 済 統 合 勘 定(the European Framework for Integrated Environmental and Economic

Accounting for Forest/以 下 、IEEAF)』(2)は 、そうした これ までヨー ロッパ に お いて 取 り組 まれ

てきた 、森 林 資 源 勘 定 研 究 の到 達 点 と位 置 づ けることが できる。

本 章 では、IEEAF報 告 書 の 中で描 かれた森 林 資源 勘 定 の全 体構 造 を、これまでに開発 され

てきた種 々の勘 定 体 系 との関 連 性 において明 らか にすることを目的 とする。併 せ て、作 表 をする

際 に問題 となるであろう論 点 を中心 に検 討 を加 え、今 後 、日本 において森 林 資源 勘 定 を展 開 し

ていく上での手掛 かりを探 る。

2.2森 林 に関する欧 州 版 環 境 経 済 統合 勘 定(IEEAF)

ヨー ロッパ にお ける森 林 資 源 勘 定 研 究 は長 い歴 史を有 す るが、最 近 の飛 躍 的 な研 究の進 展

の直接 的なきっかけとなったのは、最初 にも述 べたとお り、1992年 のUNCEDで ある。UNCEDの

際 に提 起 された 「持 続 可能 な森 林 管 理 」の概 念 に、欧 州 における内 実を与 えるために、第2回

欧 州森 林保 護 閣 僚 会議 が1993年 、ヘルシンキで開催 された。会 議 のテーマは欧 州 共 通 の森

林 政 策 の検討 であったが、その 中で、ヘルシンキプロセスと呼 ばれる、持 続 可能 な森 林 管 理 と生

物 多様 性 の保 全 についての基 準 ・指標 の作 成 の重 要性 が強 調 された。

その際 に、ヘルシンキプロセスの基 準 ・指 標 の整 合 性 を確 かめるための装 置 として、その役 割

を期 待 されたのが森 林 資源 勘 定であった。その後 の具 体 的な動きとしては、まず、1996年 にスト



ックホ ル ムで 開 か れ た 環 境 勘 定 に 関 す るロンドングル ー プ 第3回 会 合 にお い て 、『経 済 的 ・環 境

的 森 林 勘 定 』が 公 表 され た。これ をプ ロトタイプ として 、スウェー デ ン、フィンランド、ドイツ 、フランス

の4力 国 での パイロット研 究 が1999年 にまとめ られ 、2000年 に欧 州 統 計 局(EUROSTAT)に よっ

て、IEEAFと して結 実 してい る。

この一 連 の経 緯 からも分 かるとおり、IEEAFは ヘル シンキプロセスのための整 合 的 なデータ枠

組 み として位 置 づ けられ る。実 際 、報 告 書 の中 でも、ヘ ル シンキプ ロセスの各 項 目につ い て、

IEEAFに おける統 合 可 能性 の検 証 が行 われている。欧 州 にお ける資 源 勘 定研 究 に関 するここ

10年 の動 きは、北欧 や フランスなど各 国ごとの森 林 資 源 勘 定 開 発 のこれまでの 蓄積 を踏 まえて、

汎 欧 州 版 の森 林 資源 勘 定 を構 築 していこうというものであり、このことはヘルシンキプロセスの 目

的とも一 致 する。

その 構 成 は 表2-1に 示 した とお り、大 きく3つ 部 分 に分 けることが できる。

第1は 左 上 の長 方 形 で 囲 まれ た(A)国 民 勘 定 行 列 のパ ー ツである。これ は森 林 資 源 フロー 取

引 に 関 わる部 分 で あり、縮 約 され た 国 民 勘 定 行 列 が用 い られ る。「縮 約 され た 」とは 、国 民 経 済

全 体 を表 章 す る国 民 勘 定 行 列 である、既 存 の1995年 版 欧 州 勘 定 体 系(European System of

Accounts/1995ESA)、1993年 版 国 民 経 済 計 算(System of National Accounts/1993SNA)、

新 版 林 業 経 済 勘 定(new Economic Accounts for Forestry/EAF Rev.1)の3つ の勘 定 を、特 に

森 林 セクター に 関 心 を絞 って 勘 定 を構 成 しなお した ことを意 味 す る。ここで は 、通 常 の 投 入 産 出

表 と同 様 、森 林 セ クター を 中 心 に 据 えた供 給 表 と使 用 表 が 、貨 幣 ター ムと物 量 ター ムで 明 示 さ

れ る。

第2は 、(B)バ ランスシー トで ある。これ は森 林 の バ ランスシー トと付 随 的 な その 他 の 資 産 の変

化 に 関 わ る パ ー ツ で 、環境 経 済 統 合 勘 定(System of Environment and Economic

Accounting/1993SEEA)の 概 念 が援 用 され る。1行 目に 記 され た期 首 資 産 が 、期 間 中 の 様 々な

変 化 を受 け、最 終 行 の期 末 資 産 に結 果 す る。期 間 中 の 変 化 は 、社 会 経 済 システ ムによる使 用 と

そ の他 の 量 変 化 とに 、大 きく2種 類 に分 けられ る。その うち 、そ の他 の 量 変 化 は 、経 済 活 動 に 起

因 す る変 化 、自然 災 害 な どそ の他 の 理 由 に 起 因 す る変 化 、林 地 へ の法 的 規 制 の 変 更 などに 起

因 す る変 化 、の3つ の変 化 に分 類 され る。

第3は 外 側 の 逆L字 型 の部 分 で 、(C)廃 物 勘 定 で ある。このパ ーツは 廃 物 フロー を表 章 す る

部 分 で 、オ ランダ 統 計 局 に よって提 案 され たNAMEA(National Accounting Matrix Including

Environmental Accounts/環 境 勘 定 を含 む 国 民 会 計 行 列)の 枠 組 み が 当 て られ る。表 は廃

物 の 投 入 と産 出 を記 述 す る仕 組 み になって お り、各 廃 物 の 種 類 ごとの 発 生 と、その 行 き先 を明



示 する。全 ての項 目は、物 量 タームで表 章される。

これまで述 べてきた以 上3つ のパーツによって、IEEAFは 川 上 の森 林 管 理 から川 下 の林 産物

利 用 、廃 物 の発 生 までを、物 量ベ ースと貨 幣 ベ ースの両方 で整 合 的 に描 写 することを目指 す。

各 パーツは、これまで に開発 されてきた国 民勘 定 行 列 、1993SEEA、NAMEAの アイデアを、森 林

セクターに関 して展 開 したものであり、それぞれ の概 念 は特 に 目新 しいものではない。IEEAFの

独 自性 は、環 境 資 源 勘 定 に関わって一 般 的 に開発 され てきた装 置 を、森 林 セクターという個 別

の関 心領 域 に適 用 し、その全 体像 を描 いてみせたところにある。

IEEAFの 体 系 を踏 まえて、報 告 書 が実 際 に作 成 を提案 しているのは、表2-2に 掲 げた20の

表 である。表2-2で は、IEEAFで 提 案 された各 表 について、パイロット研 究 を行 った4ヶ 国 におけ

る作 成 状 況 をあわせて示 した。

表2-2を 見ると、表2-1で 示 した全 体構 造 のうち、(A)国 民勘 定行 列 のパーツにつ いては、物

量 タームにせ よ貨 幣 タームにせ よ、供 給 ・使 用 表 など比 較 的 作 成 が進 んでいることが分 かる。ま

た、(B)バ ランスシートのパ ーツは、次 の章 で述 べるように林 地 や 立木 の価 値 評 価 に大 きく理 論 的

な未 解 決 部 分 を残 しているが、経 済 システムとのリンクの要 となるため、各 国 ともとりあえず の推 計

を行 っている。それ に対 して、(C)廃 物 勘 定 のパ ーツは、統 計 システムが確 立 していないため、現

時 点 での作 表 が困難 であることが分 かる。

2.3い くつ かの 論 点

IEEAFの 論 点 は多 岐 にわたるが、特 に実 際 に作 表 を行 っていく際 に問題 となるであろう、以 下

の4点 について論 じる。

(1)森 林 の定 義

表2-1(B)バ ランスシートの列 で、「非 生 産 資 産 」における「林 地 」に関 するセル は、ほぼ全てが

物 量 ・貨 幣 両方 の勘 定 によって記 述 される。この際 、貨幣 による表 章 についてはESA/SNAと のリ

ンクを行 うため、ESA/SNAに おける森 林 の定 義 との関係 の整 理 が必 要 である。

このESA/SNAの 定 義 との整 合 という点 につ いては、製 品分 類 や産 業 分 類 をはじめ、森 林 の

定 義 以外 にも全 てに当てはまることである。しかし、特 に森 林 については、国 ごとの 自然 条件 、社

会 経 済 条 件 、人 文 的 条 件 を反 映 して、森 林 資 源 調 査 の重 点 の置 き方 にも著 しい違 いがあり重

要 である。



表2-3は パイロット研 究 に参 加 した4ヶ 国 の森 林 の分 類 を整 理 したものである。例 えば、フラン

スでは、木 材 供 給 不 可能 な林 地 につ いて、自然 保 全 地域 と利 用 不 可 能 地 域 の分 離 が不 可 能

としている。また、ドイツでは勘 定 の項 目に 「自然 林 」を設 けてはいるが、森 林 資 源 調 査 にその定

義 はない。このように、森 林 の定 義 を多 国 間 にわたって取 り決 めるためには、森 林 資源 調 査 レベ

ルに遡 った調 整 が必 要 であることが分 かる。その他 、フランスを除 く3ヶ 国 について設 けられた 「保

護 」の定義 も各 国 まちまちで、その調 整 には制度 的 、歴 史 的な検 討 が必 要 である。

(2)価値 評 価

報 告 書ではIEEAFの 目的 を、第1に 森 林バ ランスシートと森 林 関 連 フロー勘 定 の整 合 的 リンク

であり、第2に 非 市 場 分 野 における貨 幣 データ、物 量 データの統 合 とする。このうち、前 者 のバ ラ

ンスシートとフロー勘 定 のリンクについては、特 に物 量勘 定 に関して、一 定 の成 果 を収 めたといえ

る。

しかしながら後 者 につ いては、IEEAFは 依 然 として消 極 的である。その理 由として報 告 書 は、

一 般 的 に合 意 され た環 境 評 価 手 法 がまだ存在 しない点
、ESA/SNA体 系 における価 値 評 価 方

法 と整 合 性 を確 保 することが困難 である点等 を挙 げている。

また前者 についても、バ ランスシー トにおける立 木 や林 地 の価 値 に関 して、非 市場 分 野 と同様

の価 値付 けの困 難 が存 在 することを報 告 書 は認 めている。この立 木 および林 地 の価 値 評価 は、

ESA/SNAと のリンクによって社 会 経 済システムと自然 環境 システムとを統合 しようとする限り必 要

不 可 欠 であるが、現 状 では決 定打 を欠 いている。

(3)質

森 林 の質 につ いて貨 幣 による表 章 を行 おうとす ると、前 項 の価 値 評 価 で述 べたのと同様 の問

題 にたちまちにぶつ かる。IEEAFは この回避 策 として、補 足 的 な情 報 による森 林 の質 の明示 化

を試 みている。

表2-2の 中 の「表2.c酸 性 雨 による落 葉 被 害 率 」がそれである。この項 目は、ヨー ロッパの多

国 間 で実 施 され ている酸性 雨被 害調 査 のうち、落 葉 被 害 率 の調 査 結 果 を用 いて、森 林 バランス

の表 などをより細 分 化 し詳 細 なものとし、森 林 の質 を明示 化 することを目指 している。

具 体 的 には、国 家 森 林 資 源 調 査 の結 果 をデータベ ース化 した地 理 情 報 システム(GIS)を 用

いて、落葉 被 害 率 と森 林 面積 、森 林 蓄積 をクロス集 計 することによって、表 を作成 す る。こうして

得 られたIEEAF表2.cは 、IEEAF表1.aと は形 式 が異 なるため、別 表 として掲 載 され る必 要 があ



る。

IEEAFで はEU各 国 における酸 性 雨 被 害 の深 刻 さを背 景 として、落 葉 度 が物 差 しとして選 ば

れている。一 般 的 には 、勘 定 の作 成 される各 地 域 の課 題 とそのデ ータの収 集 コストを斟 酌 して、

適 当な表 が選 択 される必 要 がある。

(4)廃 物 のマスバランス

前 節 の最後 でも述 べた通 り、廃 棄 物 行 政 に熱 心であるEU諸 国 においてさえ、廃 物 勘 定のパ

ーツは、統 計 システムが確 立 していないため、現 時 点 での作 表 が困難 である。実 際 、表2-2を 見

ても、IEEAF表7.a～ 表8.cは パイロット研 究 を行 った4ヶ 国とも空 欄 となっている。

EUROSTAT(1999)の 供 給 ・使 用 表 について述 べ られた章では、各 国 ともリサイクルセクターの

情報 が不 十 分 であることを認 めている(3)。このことはパイロット研 究 の4ヶ 国 に限 らず 、多 くの国 に

当てはまる問題 であろう。廃 物 のマスバランスを作 成 す るにあたって、リサイクルセクター のデ ータ

を整 備 していくことが重 要 である。

また最 近 の温 暖 化 問題 に関連 して、IEEAFで は二酸 化 炭 素 ・炭 素 バランスの作成 を提 案 して

いる。これ らの表 は廃 物 のマスバランスから整 合 的 に導 かれ、温 暖 化 問題 を議 論 する際 の根 拠

を与 える。

2.4日 本 における今 後 の展 開 に向けて

日本 の森 林 資源 勘 定 としては現 在 、「森 林 収 支 勘 定 」、「部 門 商 品 表 」、「マスバランス」から構

成 される北 欧 型 勘 定 の推 計 が、1985年 デー タを用 いて行 われた実 績 がある(4)。この1985年 日

本 版 森 林 資 源 勘 定 は、今 回のIEEAFの 枠 組 みからそれほど遠 いところには無 い。今 後 まずは、

このIEEAFの 枠 組 みに沿って、新 たに 日本 の森 林 資 源 勘 定 を作成 し、ヨーロッパ版 と異 なる 日

本 固有 の問題 を明 示 化 していくことが課 題 である。その結 果 は、これか らの 日本 版 森 林 資 源 勘

定をブラシュアップしていく際 の、重 要 な論 点 を提 示 するものと期 待 される。

その手 掛 かりとして本 報 告 では、IEEAFの 構 造 とその性 格 について分 析 を試 みた。前 章 で述

べた4点 はいずれも、森 林 資源 勘 定 開発 の当初 から問題 視 されてきた点 であり、特 に 目新 しい

ものではない。またもう少 し広 い視 野 に立って、社 会 経 済 システムと自然 環 境 システムとを包 括 的

に把 握 していこうという視 点からも、これらの点 は至極 オーソドックスな問題 群 であると云 える。しか

しながら、そうしたオーソドックスな問題 にさえ、われわれは未 だ十 分 な答 えを与 えることができな



いことこそが問 題 なのであり、環 境 資 源 勘 定を通 して環 境 問題 にアプロー チしていく重 要 性 を示

している。

注釈

(1)EUROSTAT(1996)、 古 井 戸 宏 通(1997)を 参 照

(2)EUROSTAT(2000)

(3)EUROSTAT(1999)

(4)富 士 総 合 研 究 所(1996)を 参 照
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3森 林資源勘定 による多国間比較

3.1は じ め に

勘 定 体 系 の有 効 性 としてこれ まで 繰 り返 し述 べ て きた 、整 合 性 が重 要 である理 由 の一 つ として 、

統 計 の 国 際 的 な 比 較 可 能 性 の 問 題 がある。1章 で述 べ た 古 井 戸 の 表 でい え ば 、カバ レッジ に 当

たるもの である。

この 問 題 を考 えてい く上 で 、International Statistics Source(1)を 用 い て述 べるの が便 利 である。

これ は、国 際 比 較 可 能 な統 計 ソー スを分 野 別 項 目ごとにまとめたもの で 、上 下2冊 、900ペ ー ジ

に及 ぶ 大 事 典 で ある。統 計 主 題 ご とに 、分 類 項 目、単 位 、発 行 の 頻 度 、カバ レッジ 、デ ー タソー

スが 、そ れ ぞれ 整 理 され てい る。

International Statistics Sourceか ら分 か る、各 国 統 計 の 大 きな特 徴 として次 の2点 が挙 げ ら

れ る。第1に 、建 設 、林 業 といった産 業 関 連 分 野 につ い ては 、世 界 全 体 で 比 較 可 能 な 統 計 が整

って いるの に対 して、環 境 や 土 地 に 関 す る統 計 は 、一 部 の 国 々の 間 で しか 比 較 可 能 でな いもの

がそ のほ とん どを 占 め ていること。第2に 、特 にヨー ロッパ 諸 国 間 で、環 境 や 土 地 に 関 して 比 較 可

能 な統 計 の作 成 が 活 発 なことである。

第1点 につ い ては 、産 業 関 連 統 計 の 多 くが 国 際 比 較 可 能 とは 云 え、Construction Statistics

YearbookやYearbook of Forest Productsと い った 、各 国 の 報 告 によって 国 連 機 関 が 作 成 した

もの で 、精 度 にかな りの ば らつ きが あることは留 意 す る必 要 が ある。第2点 のヨー ロッパ 諸 国 間 の

環 境 統 計 は 、土 地 利 用 や 廃 棄 物 な ど特 に最 近 活 発 な動 きを見 せ てい る(2)。モン トリオ ー ル プ ロ

セ スが どち らか と云 え ば 総 花 的 な の に対 して 、ヘ ル シンキプ ロセ スが 、よりモニ タリング に絞 り込 ん

だもの となってい るのも、この ような環 境 統 計 全 般 に 関 す るスタンスの 違 い として考 えられ る。

しかしながら、ヨーロッパのような、まだ しも環 境 条件 や 社 会 条 件 の似 通 った地域 間で、統 計 の

比較 可 能性 を確 保 することは可 能 だが、もっと広 範 囲 の地域 間での比 較 可 能性 の確 保 はかなり

に難 しい。なぜなら、地 域 ごとに統 計 収 集 の対 象 や 統 計 利 用 の 目的 は 、それぞれ に異 なるから

である。特 に先進 国 と発 展 途 上 国 を同 じ土俵 の上で比 較 しようとする場 合 など、思 わぬ大 きな誤

謬 をお かすことも考 えられる。整 合 性 のある統 計構 築 の際 に、比 較 可 能性 と個 別 性 のトレー ドオ

フは、十 分 に考 慮 す べき問題 である。

こうした問題 を解 決 するための糸 口は、第1に 、共 通 のフォーマットを適 用 する部 分 と個別 の

事 情 に任 せる部 分 を別 々のシステムとして、整 合 的 に表現 する形 式 を構 築 すること。第2に 、個



別 の部 分 に関 しても出 来得 る限 り個 々の問 でその関係 性 を明示 すること、であろう。

本 章 では以 上 の問題 意 識 から、日本 、東 南 アジア諸 国 、欧 州 諸 国 、アメリカ合州 国 の商 品 セ

クター表 につ いて比 較 する。日本 との 関係 を考 える際 に重 要 であるアメリカ合 州 国 につ いては、

既 存 の勘 定 が存 在 しないため、新 たに構 築 したものを、また残 りの3地 域 については既 存 の表 を

用 いる。合 州 国 森 林 資 源 勘 定 の作 成 の過 程 で、セクター商 品 表 の性 格 および 問題 点 について

も説 明される。また、これらの分 析 を通 して、温 暖 化 問題 における排 出 源 、吸 収 源 問題 のアカウ

ンティング問題 への森 林 資 源 勘 定 の寄 与 につ いて展 望 す る。

3.2合 州 国 における森 林 資源 勘 定 の作 成

アメリカ合 州 国 は広 大 な面積 を有 しており、北 部 、南 部 、ロッキー 山岳 、太 平 洋 岸 といった、そ

れぞれ の地 域 が異 なる森 林 セクターの特 徴 を備 えている。したがって、一 国レベルでの勘 定 の作

成 は、それらの特 徴 を覆 い隠 してしまうことになるであろう。また、合 州 国 は他 の国 に比 べ て地 域

ごとの統 計 がある程 度 、整 備 されていることを考 えあわせ ると、むしろ州 レベ ルの勘 定 を作 成 する

ことが有 意 義 であると考 える。

そこで本 稿 で は、ジョー ジア州 をケーススタデ ィとして、アメリカ合 州 国 、州 レベル の林 産 物 勘

定 作 成 可 能性 について検 討 を行 う。ジョージア州 を取 り上 げるのは、サザンパインの人 工林 地 帯

として、合 州 国 内 でも有 数 の林 業 地 帯 であり、近 年 、木 材 貿 易を通 した 日本 との関係 も深 まって

きている地 域 であるためである。また、後 で述 べるとおり、他 地 域 に比べて、地 域IO乗 数 など勘

定 作成 のための基礎 データ入 手 が容 易 であった点 も挙 げられる。

必要 とされるデータは大 きく2つ ある。1つ は森 林 セクター内での木 材 の採 取 、使 用 等 を表 章 す

るための森 林 関連 統 計 デ ータであり、もう1つ は他 のセクター への木材 の投 入 を表 章 するための

産 業 連 関 表 などのデ ータである。まず 、これらのデ ータソースとして、どういったデー タが利 用 可

能 かを述 べよう。

(1)TPOデ ー タベ ース

林 産 物 産 出(Timber Product Output:TPO)デ ー タベ ー スは 、郡(County)単 位 で木 材

の伐 採 量 や 工 場 残 材 の 量 を、全 国 的 に 把 握 す るた め に 開 発 され た デ ー タベ ー スシステムで ある。

完 成 はまだ 新 しく、1997年11月 に 、米 国 農 務 省 森 林 局 の森 林 調 査 分 析 局(Forest Inventory

and Analysis Unit:FIA)に よってつ くられ た(3)。これ らの デ ー タの 中 、1996年 時 点 のデ ー タは 、



1997年 資 源 計 画 法(1997 Resource Planning Act:RPA)の アセ スメント資 料 として提 出 され

た。

このTPOデ ー タベ ースの長 所 は3点 挙 げ られ る。第1に 、全 国50州 全 ての デ ー タが 郡 レベ

ル の詳 細 さで 、共 通 の フォー マ ットを持 ってい る点 で ある。第2に は 、この デ ー タベ ー スを構 築 す

る上 で の 、各 州 の デ ー タソー ス は 異 な るもの の 、各 地 域 に 置 か れ た 森 林 局 のexperimental

stationの 森 林 調 査 専 門 家 によって 、相 互 の デ ー タの 比 較 可 能 性 を確 保 す る努 力 を払 われ て い

る点 で ある。実 際 、デ ー タベ ー ス構 築 の 過 程 で 不 足 す るデ ー タにつ いて 、追 加 調 査 が 実 施 され

た州 も多 く見 られ る。そ して 最 後 に 、RPAの ア セスメント資 料 という性 格 もあろうが 、デ ー タベ ース

へ の アクセ スが 、インター ネ ットを通 して誰 にで も可 能 な 点 である。環 境 問 題 へ の 市 民 層 の 関 心

が 高 まる 中 で 、こうした情 報 公 開 へ の努 力 は評 価 され よう。

そして 、何 よりも森 林 資 源 勘 定 との 関 係 で この デ ー タベ ー スが注 目され るの は 、用 途 種 別 の工

場 残 材 の 詳 細 な デ ー タを提 供 す るもの であ る点 で あろう。今 回 整 備 され た 共 通 フォー マ ットの 上

に 定 期 的 に 蓄 えられ た デ ー タに、より厳 密 な整 合 性 を確 保 す るな らば 、そ れ はそ のまま地 域 レベ

ル の林 産 物 勘 定 の 構 築 に つ ながるもの と考 えられ る。

デ ー タベ ー スは11の 項 目によって、検 索 が 可 能 で ある。そ の項 目 は、1)年 、2)州 名 、3)郡 名 、

4)TPO種 別(用 材 ・林 地 残 材 ・枯 損 等 ・工 場 残 材)、5)所 有 者 別(国 有 林 ・公 有 林 ・産 業 有 林 ・

その 他 私 有 林)、6)樹 種 別(Ceder,Cypress,Douglas-firな ど計40種 。工 場 残 材 につ いて は針

広 別)、7)残 材 発 生 源 別(商 業 林 ・非 商 業 林 ・工 場 残 材)、8)林 産 物 別(製 材 ・単 合 板 ・パ ル

プ ・繊 維 板 他 ・燃 材 ・ポー ル 材 ・そ の他 ・未 利 用 工 場 残 材)、9)立 方 フィー ト材 積 、10)標 準 材 積

(ボ ー ドフィー ト・コー ドな ど、数 種 の換 算 単 位 で 表 示)、11)sawtimberか らの 残 材 材 積 、の11項

目である。

(2)RIMS II

1970年 代 、連 邦 商 務 省 の 経 済 分 析 局(Bureau of Economic Analysis:BEA)は 、地 域 産

業 乗 数 システム(Regional Industrial Multiplier System:RIMS)と 呼 ばれ る地 域IO乗 数 の推

計 方 法 を 開 発 した。その 後 、1980年 代 にRIMSを 拡 張 したもの が 、RIMS IIで ある(4)。

RIMS IIは 投 入 産 出(Input-Output:IO)モ デ ル によって構 築 され てお り、主 に2つ の デ

ー タソース に依 拠 している
。1つ は約500部 門 のアメリカ合 州 国1国 レベ ル のIO表 。もう1つ は地

域 経 済 計 算(Regional Economic Accounts)で ある。これ らはい ず れ もBEAに よって作 成 、公

表 され て いる統 計 で ある。



RIMS IIの 利 点 は 、細 か に 区 分 され た地 域 ごとの詳 細 なIO乗 数 を得 られ る点 にある。地 域 は1

郡 な いし数 郡 か ら構 成 され る172のBEA経 済 地 域 に 区 分 され て いる。今 回 対 象 とす るジョー ジ

ア州 の場 合 、6つ のBEA経 済 地 域 に 区 分 され る(11)。

また部 門 につ いて は 、アメリカ合 州 国1国 レベ ル のIO表 と同 様 、500部 門 近 くに分 割 され てお

り、1987年 アメリカ合 州 国 標 準 産 業 分 類(1987 the U.S. Standard Industrial Classification

system:SICs)に 基 づ い た分 類 が行 われ てい る(5)。表3-1は 森 林 セ クター に 関 わるSICsコ ー ド

である。大 きく、林 業 、木 材 加 工 、紙 パ ル プ の3部 門 か ら構 成 され てお り、それ が より詳 細 に38

部 門 に分 か れ る。RIMS IIの 森 林 セ クター 関 連 部 門 は 、このSICsコ ー ドを若 干 統 合 して 、27部

門 に分 割 され る。

(3)その他 のデ ータ

以 上 述 べてきた森 林 関 連 統 計 およびその他 の産 業 デ ータのほかにも、林 産 物 勘 定 作 成 の上

で、いくつかの統 計デ ータが必要 とされる。

第1に 、林 産 物 の価 格 デ ータである。多 くの場合 、投 入 産 出表 は価 額表 のみ が提 供 されてお

り、物 量 表 を備 えていない。これはRIMS IIの 場 合も同様 である。したがって、価 額 表 示 のマトリ

クスを適 当な価 格 デ ータを用 いて、物 量表 示 に変 換 す る必 要 がある。その 際 には、投 入 産 出表

から得 られる物 量 デー タと、森 林 関連 統 計 から得 られている物 量デ ータとの間 の調 整 も忘 れては

ならない。本 章のジョージア州 のケースでは、木 材 価 格 情 報 提 供 会 社Timber Mart-South Inc.

の提供 す る価 格 情報 、および、いくつかの業 界 団 体 の公 表 する情 報 を使 用 した。

第2に 、勘 定 の精 度 をより上 げ、また現状 を正 確 に反 映す るためには、業 界 団 体等 の提 供 す

るデータが必 要 とされ る。例 えば、表3-1のSICsの 分類 表 の中で、比 較 的新 しい素材 であるパ

ーティクルボー ド、ファイバーボード、OSBな どは、全 て 「2493 Reconstituted Wood Products」 に

含 まれる。この点 をカバーす るには適 当な業 界 統 計 によって、部 門をもっと細 かく分 類 す ることが

必 要 とされる。また歩 留 まり等 のミクロデータを収 集 することも、精 度 の向 上 にとって重 要 である。

第3に 、今 回用 いた以 外 の政 府 統 計 の利 用 が考 えられよう。たとえば、今 回 は家 計 にお ける

消 費 量 を、IO表 の最 終 需 要から推 計 したが、日本 の家 計 調 査 に当たる調 査 統 計 があれば 、こ

の点 の精 度 を上 げることが可能 である。

(4)ジ ョー ジ ア州 セ クター 商 品 表 の構 造

以 上 のデ ー タに基 づ き、ジョー ジア州 の 物 的 セ クター 商 品 表 を作 成 した結 果 が 表3-2で ある。



表3-2の 行 は各 セクターを表 す。木材 関連 セクターは最 初の製 材 から7つ 、またそれ 以外 のセク

ターは農 産 物から始 まって19あ る。また最 初 の3行 は、州 内 の 自然 環 境 からの採 取(つ まり伐

採)、 州 外 への移 出 、州 外 からの移 入 を意 味 しており、その差 し引きが一 次 供 給 である。そして、

横 に書 かれた(I)と(O)は それぞれ投 入 と産 出を表 している。

次 に列 だが、これは商 品 を表 している。丸 太か ら残 材 まで10の 商 品がある。それぞれ物 量で

表 章 されており、単位 は紙 板 紙 のみ1000ト ン、それ以 外 は1000立 方 メートル(CUM)で ある。

表 は次のように読 むことができる。丸太 を例 に取 ると、州 内森 林 から19661千CUMの 立木 が

伐 り出され、そのうち1672千CUMが 州 外 に移 出される。その他 に州 外 からの移 入 が1282千

CUMあ る。差 し引 き19271千CUMの 一 次 供 給 の丸 太 は、製 材 セクター に15366千CUM、 単

合板 セクター に1987千CUMと いったように投 入 される。

製 材 セクターでは投 入 され た丸 太 のほかに、木 材 関連 商 品 としては若 干 量 の製 材 、他 木 製

品 、紙 板 紙 、残 材 を使 用 し、6218千CUMの 製 材 と9185千CUMの 残 材 を産 出する。この州 内

で産 出された製 材 と移 入 された2654千CUMの 製 材 が、建 設 セクターへ の4988千CUMを 筆

頭 に各 セクター へ投入 されるわけである。

以 上 の説 明から分 かる通 り、各 商 品 の列 の合 計 は投 入 産 出の差 し引 きで本 来Oに なるはず で

ある。しかしながら、木 材 関連 セクター 間 の投 入 産 出デ ータは前 章で述 べたTPOデ ータベ ース

から、それ 以外 のセクターへの投 入 データはRIMS　 IIか ら推 計 しているため、その間 の不 釣 り合 い

が生 じる。そのための誤 差 が最 終 行 の誤 差脱 漏 の欄 に計 上 される。

(5)表 の意 味と残 された課 題

物 的 セクター商 品表 を作 成 することの最も大 きな意 義 は、統 計 の整 合 性 の確 保 にある。別 々

の形 で収 集 された木 材 使 用 に関す る統 計 データを勘 定 の形 式 に整 理 することで、伐 採 から廃 棄

までの木 材 の流 れが明 確 にされる。そして別 々に収 集 され たために生 じる統 計 間の不 釣 り合 いを、

明 示 することができるわけである。このような努 力 によって、森 林 資 源 を媒 介 とした 自然 環 境 と社

会 経 済 の相 互 関係 を導 出するための基 礎 的 データを、われわれ は初 めて手 にすることができる。

しかし、今 回 の物 的 セクター商 品 表 の作 成 にお いては、基礎 的 デ ータの整 備 までにまだ残 さ

れた課 題 がいくつかある。以 下 、それ らの課 題 について述 べる。

第1に 、林 産 物 勘 定 を構 成 す る3表 のうち、今 回 作成 したのはセクター商 品表 のみであり、スト

ック勘 定 、マスバランス表 については作 成 しなかった。今 後 これら2表 の作 成 可能 性 についても

検 討 される必 要 がある。ストック勘 定 作 成 のためには、ジョー ジア州 にお ける、森 林 蓄 積 、成 長 量



などのデー タの検討 が必 要 である。また、マスバランス表 の作 成 のためには、それぞれ の商 品の

比 重 、残 材 の採 取欄 に記 載 された123千CUMの 環 境 への廃 棄 方 法 の確 定 などが必 要 とされ

る。

第2に 、燃 材 セクターの表 章 に関する問題 である。表3-2の 中では、燃 材 セクター は他 のセク

ター と異なり、仮想 的 に設 けられたセクター である。っまりこのセクターは、燃 材 を生 産 して家 計 に

販 売 する生 産 者 の他 に、木 材 関 連 産 業 内での残 材 の燃 材 としての 自家 消 費も含 んでいる。今

回 は、家 計 セクターや木 材 関連 セクターへ のそれぞれ の燃 材 投 入 量 が不 明であったために、燃

材 セクターは投 入 量 のみの不 完 全 な形 になってしまった。しかし、最 近 の再 生 可 能 エネル ギーと

しての木 材 資 源 への関 心 の高まりや 、合 計10000千CUMを 超 える燃 材 の量 を考 えると、今 後 何

らかの手段 で不 足 部 分 を埋 めていく必 要 がある。

第3の 問 題 は、製 材 、単 合 板 の移 出 量や 、繊 維 板 他 、パルプ、紙 板 紙 の移 入 量が表3-2で

は0に なっている点 である。これら製材 から紙 板 紙までの木 材 加 工製 品の移 出入 量 はRIMS II

のデータを用 いて推 計 されている。それ以 外 の傍 証 データが得 られなかったため、RIMS II推 計

データを今 回 はそのまま用 いたが、製 材 の移 出量 が0で ある点など俄 には信 じがたい。これ につ

いては再 度 検 討 が必 要 と思 われる。また、1国 レベルの表 が貿 易 統 計 によって輸 出入 量 が比 較

的把 握 しや す いの に比 べ 、州 レベ ルの表 における移 出入 量の把 握 はより困難 である。この点 に

っ いてさらなる検討 が必 要 だろう。

3.3多 国 間 の 比 較

表3-3、 表3-4、 表3-5は 、各 々 日本 、インドネシア、フィンランドの物 的 セクター商 品表 である。

このうち、表3-5の フィンランド表 は、1章 の森 林 資 源 勘 定 の構 造を説 明する際 に用 いた、表1-5

と同 じものである。また、各 表 の基 本 的 構 造 は、前節 のジョー ジア州 のセクター 商 品 表 につ いて

説 明したのと同様 である。す なわち、行 の上 段 に 自然 か らの採 取 お よび域 外 か らの輸 出入 を示

す項 目があり、中下 段 に木 材 関 連 セクターお よびそれ 以 外 のセクターが配 置 される。そして列 に

は各 木 材 関 連 商 品 が並 ぶ。

日本 のセクター商 品表 は作 成 年 が1985年 、インドネシアとフィンランドが1990年 とそれぞれの

作 成 された時期 は異 なる。また、各 地 域 で利 用 可 能 な統 計 データは異なる上 に、それぞれ の表

はMEBア プローチ に則 っているものの、一 貫 したフォーマットで作成 されたものではない。そうした

比 較 の際の 困難 な点 を認 識 した上 で、本 節 ではこれら4表 から木 材 利 用 構 造 の違 いを探 り、統



計の国 際比 較 の可 能性 の検 討 を行 うための1次 接 近 を図 る。

各 表 はそれぞれの地域 にお ける木材 利 用構 造 の違 い、木材 利 用 の在 り方 に関する社 会 の 関

心 の違 い 、利 用 可 能 な統 計 データの違 いなどを反 映 して、異 なるセクターおよび商 品から構 成 さ

れる。

大 きな違 いとしては、日本 表 にお いて木 材 チップセクター が明示 されている点 、日本 表 お よび

フィンランド表 で、パー ティクル ボー ドとファイバ ーボードが別 セクターとして表 現 され ている点 、イ

ンドネシア表 で木 炭 セクター が明示 されている点 、ジョージア表 に残 材 商 品 が明 示 され ている点 、

日本 及 びインドネシア表 に故 紙 商 品 が明示 されている点 が指 摘 されようの。また森 林 関 連 セクタ

ー以 外 で 明示 され たセクター につ いても
、それ ぞれの地 域 ごとに特 徴 が伺 える。ジョージア表 の

移 動 住 宅 セクター、日本 表 のプレハブ住 宅セクターへの製 材 投 入 の多 さ、インドネシア表 の窯 業

セクター や家 計 セクターへの燃 材 投 入 の多 さ、フィンランド表 の電 力 ・ガス・水 道 セクターおよび

家 計 セクターへの燃 材 投 入 量の多 さなどである。また、商 品 表 について見 ると、特 にフィンランド

表 の残 材 、廃液 といった廃 棄 物 統 計 の充 実 が 目を引く。

ジョージア表 の丸 太 とパルプ材 を足 し合 わせたものが、他 の2表 の丸 太 に相 当することを考 慮

す れば、日本 、インドネシア、ジョージアの3地 域 にお いて、自然 環境 から採 取 される丸 太の量 は

30000千CUM強 と同様 だが、それらの態様 はかなり異なる。日本 では採 取 量 に匹敵 する輸 入 の

ために、丸太 の一 次 供 給 量 は他2地 域 の倍 近 くになっている。またジョージアおよび 日本 にお け

る丸太 利 用 の多 くが製 材 セクター に投 入 され ているのに対 し、インドネシアでは合 板 セクターへの

投入 が大 きいことが見て取れる。

製 材 セクターへ の丸 太 の投 入 量 と製 材 産 出 量の比 から、各 地 域 製 材 セクターの歩 留 まりを知

ることもできる。それぞれ 計算 すると、ジョージア40.4パ ーセント、日本69.8パ ーセント、インドネシ

ア56.7パ ーセント、フィンランド43.4パ ーセントであり、各 地 域 の木 材 利 用 構 造 の違 いを反 映 し

ている。ジョー ジア州 およびフィンランドの低 さが 目に付 くが、ジョージア州 の場 合 、製 材 セクター

から産 出される残 材 の半分 近 くがパ ルプセクター に投 入 され、また、フィンランドの場 合も同様 に、

パーティクルボー ドや パルプセクターへ、その多 くが投入 されるためである。

以 上 、いくつかの視 点 から4表 の比 較を行 ってきた。このような簡 単 な考 察からも、各 地 域 の比

較 を可 能 とするような、共 通 のフォーマットを持 った有 意 味 な勘 定 を作 成 することがなかなか容 易

でないことは想 像 がつ く。しかしながら、環 境 問題 に関 する関 心 が高まる現 在 、経 済セクターにお

けるSNAに 類 する国 際比 較 のための整 合 的な共通 の土俵 を、森林 セクター についても構 築 する

努 力 は重 要 ではないだろうか。



3.4温 暖 化 問題 への含 意

現 在 、地 球 規 模 の森 林 問題 の一 つとして、地 球 温 暖 化 問 題 にお ける森 林 の役 割 を挙 げるこ

とに異論 は無 かろう。京 都 議 定書 の取 り決 めに従 い、第1約 束 期 間 である2008年 から2012年 の

削 減 目標 達 成 にむけて、各 国 は取 り組 みを続 けている。その中で森 林 は、特 に重 要 な温 暖 化 ガ

スの吸 収 源 として位 置 づけられた。日本 政 府 の対 応 も、マラケシュ合 意 の3条4項 に規 定 された

「森 林 経 営 」の行 われ ている森 林 として、日本 の森 林 をいかに多 く算入 するかに腐 心しているよう

に見 える(8)。

このような吸収 源 としての森 林 という見方 は、それを熱 心 に推 進 していたアメリカ合 州 国 が、京

都 議 定 書 から離 反 する過 程 を見 ても、IPCCの 云う科 学 的根 拠 に基 づく議 論 というより、かなりに

政 治 的なものと云 えるだろう。国 際 的 交 渉 の場 での 当事 者 の一 人 であった林 野 庁 担 当者 は業

界 紙 に個 人 的意 見 としながらも、次 のように述 べている。r本 音 としてはCO2削 減 等 の排 出 削減

など行 いたくなく、「吸 収源 」というものでなん とか抜 け道 を探 りたい国 が多数 有 り、森 林 セクター

が弄 ばれたといった感 を非 常 に強 く持 っ ようになりました」(9)。

同じ論 考 の 中で、この林 野庁 担 当者 は、化 石 資 源 削 減 の抜 け道 として利 用 されるおそれのあ

る、吸 収 源 としての森 林 という考 え方 から、豊 富な炭 素貯 蔵 庫 としての森 林 、再 生 可 能 資 源 であ

る木 材 生 産 の場 としての森 林 へ の視 点 の転 換 を主 張 している。温 暖 化 問題 の出発 点 が、産 業

化 の進 展 に伴 う、急 激 な化 石 燃 料 使 用 に端 を発 していることを考 えるならば 、この主 張 はきわめ

て妥 当なものといえるだろう。

以 上 の視 点 に立っならば 、国 際 的な合 意 を図 るための議 論 の土 台となるべ き、炭 素 のストック、

フローを包 括 的 に把 握 できる統 計 システムの構 築 が、森 林 セクター についても必 要 であることは

明 らかだろう。その際 に、本 章 で述 べた、森 林 資 源 勘 定 の利 用 は重 要な役 割 を持 つことになる。

実 際 、2章 で述 べたヨーロッパ諸 国 における、森 林 資源 勘 定の発 展 の動 機 の一 つ は、温 暖化 対

策 として木 材 利 用 を積 極 的 に進 めていく際の羅 針 盤 としての、統 計 システムの構 築 にあると考 え

られる。

京 都 議 定 書 の第2約 束 期 間 以 降 での取 り決 めとして、「フルカーボンアカウンティング」が検 討

されている。これは、森 林 、木 材 製 品 に含 まれる全 ての炭 素 について、その蓄積 量 の増 減 をカウ

ントしようというものだが、この実 施 には、廃 棄 物 統 計 をはじめ多 くの国で未 整 備 の森 林 セクター

の統 計整 備 が必 要 となる。現 状 を見るならば、「フルカーボンアカウンティング」の実施 はまだまだ



多 くの 困難 を抱 えているが、木 材 利 用 こそが温 暖 化 問題 解 決 への王道 という視 点 に立 てば 、必

ずや必 要 とされる方 向である。その際 、森 林 資源 勘 定 は有 効 な概 念 となるだろう。
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表3-1森 林 セクタのSICs分 類 一覧
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II土 地 の包括 的把握



4土 地 勘 定 の展 開

4.1は じ め に

われわれ が社 会 経 済 生 活 を営 んでいく上 で、土 地 のもつ重 要 性 は、今 更 繰 り返 すまでも無 か

ろう。殊 に森 林 という、土 地 無 しには成 立 しない存 在 を考 察 の対 象 とする場 合 、それ を無 視 して

通るわけにはいかない。

近 年 、発 達 めざましいリモー トセンシング技 術 を用 い、これらを解 決 していこうという動 きが近 年

ある。すなわち、衛 星 デー タや航 空 写真 などを用 いて、継 続 的 に途 上 国 の土 地 被 覆 や 土 地 利

用の変 化 を観 測 していこうとするものである。だが、リモートセンシングデ ータのみでは、複 雑 な森

林 減 少 などの原 因 を突 き止 めるのが困難 なことは明 らかである。

土 地利 用 はその土 地 が持 つ 自然 的 諸 条 件 と、その地 域 の社 会 経 済 条 件 に依 存 している。ま

た、土地 被 覆 はこの土 地利 用 に影 響 され つつ 、また土地 の 自然 的 条 件 に基礎 づけられ、決 定 さ

れ る。このように、自然 的 、社 会 ・経 済 的 諸 条 件 が組 み合 わさって、その地 域 の土 地 のあり方 は

決 まっている。したがって、これら様 々な情 報 を有 機 的 に関連 づけ、整 合 性 を保 ちながら収 集 し

ていく、統 計 システムをまず構 築 することが非 常 に重 要 であり、そのためには、勘 定 という概 念 が

有 用 である。本 章 では、自然 資 源 勘 定 の中 で林 地 をどのように記 述 していくかを、これまでの諸

外 国 における研 究を踏 まえつつ、森林 林 地勘 定 の意 義 と可 能 性 について考 察 する。

4.2森 林 林 地 勘 定 の一般 構 造

(1)森 林 林 地 勘 定 の位 置 づけ

森 林 は、その視 点 の措 き方 によって、大 きく2つ の見 方 が可 能 である。1つ は、森 林 を上から見

下 ろす方 法 で、森 林 に関わるもの全 てにつ いて記 述 しようとするものである。もう1つ は、底 土 の

下 から見 上 げる方 法 で、農 業 や 住 宅 地 などといった土 地 利 用 形 態 の中 の1形 態 として、森 林 を

捉 える見 方 である。

まず、この2つ の視 点 から、森 林 林 地勘 定を整 理 することから始 めよう。

図4-1は 森 林 林 地 勘 定 の位 置 づ けを図 示 したものである。この図 に示 され ているように、森 林

林 地 勘 定 は、森 林 資 源 勘 定 と土 地 勘 定 の2つ の体 系 にまたがるもの、2つ の体 系 をつなぐものと

して捉 えることができる。ここで、森 林 資源 勘 定 は、前 に述 べた、森 林 を上か ら見 おろす方 法であ



り、土 地勘 定 は底 土 の下 から見 上 げる方 法 に当たる。

森 林 資 源 勘 定 は、(1)森 林 勘 定 、(2)林 地勘 定 、(3)林産 物 勘 定 、(4)森林 管 理 勘 定 の4つ の

勘 定 によって構 成 される(1)。林 地 勘 定 以 外 のものにつ いては1章 で詳 述 したが、今 一度 簡 単 に

説 明す ると、森 林 勘 定 は 山林 に生 えている立木 につ いて、期 首ストック、期 間フロー 、期 末 ストッ

クを立 木 の蓄 積 で表 章 す るもので、会 社 の資 産 同様 、森 林 立木 という資 産 を記 述 する。林 産 物

勘 定 は、丸 太 から廃 材 にいたるまでの様 々な森 林 資源 の利 用過 程 を、重 量 あるいは体 積 といっ

た物 量 単 位 で記 述 す る。そして、森 林 管 理 勘 定 は、森 林 を管 理 していくための資 金 の流 れ を、

価 額 単位 で記 述 す るものである。

森 林 資源 勘 定 の中で 、森 林 林 地 勘 定 は、森 林 勘 定 と森 林 管 理 勘 定 に直 接 連 結 し、それらの

整 合 性 を図 る役割 を果 たす。森 林 管 理 のための資 金 や労 働 力 が、林 地 およびその上物 としての

森 林 に投 入 され、その結 果 、木 材 や レクリエーションが産 出 し、また、現 在 の森 林 状 態 が存 在 す

るという仕 組 み である。こうした仕 組 みを実 現 する森 林 林 地 勘 定 は、様 々であり、データの利 用 可

能 性 に大 きく依 存 す る。

次 に、土 地 勘 定 について説 明 しよう。土地 勘 定 は森 林 林 地 勘 定 の他 に、農 地 勘 定 や他 利 用

地 勘 定(こ れ は、住 宅 地 勘 定 、未 利 用 地 勘 定 などが考 えられる。)か ら構 成 される。それ ぞれの

土 地 勘 定 は 、土 地 の状 態 とその変 化 を記 述 することを 目的とする。土 地 の状 態 をストック、様 々

な形 態 のあいだでの変化 をフロー とすると、勘 定 形 式 で記 述 することが可能 となるわけである。土

地 勘 定 の中で は、森 林 林 地 勘 定 は、複 数 ある利 用 別 の土 地 勘 定 の林 地 部 分 を分 割 したもので

ある。

(2)森 林 林 地 勘 定 の デ ー タ構 造

森 林 林 地 勘 定 は 、土 地 とい う空 間 的 属 性 を持 ったデ ー タを対 象 とす るた め 、地 理 情 報 をい か

に勘 定 形 式 の 中 に含 め てい くか が鍵 となる。そ の 際 に 、重 要 な役 割 を果 たす の が 、Geographical

Information System(GIS)、 あるい はLand Information System(LIS)と 呼 ば れ るシステ ムである。

各 国 の 環 境 勘 定 の 取 り組 み の 中 でも、用 い 方 は様 々 だ が 、オ ー ストラリア、フランス、ドイツ とい っ

た国 々 で 、GISの 利 用 が 現 在 行 わ れ てい る(2)。

図4-2は 、森 林 林 地 勘 定 にお ける地 理 情 報 の デ ー タ構 造 を、模 式 的 に表 したもの である。森

林 林 地 勘 定 の 地 理 情 報 として は 、土 地 被 覆 図(Land Cover Map)、 土 地 利 用 図(Land Use

Map)、 地 籍 図(Cadastral Map)の3種 類 の 地 図 が 考 えられ る。図4-2に 示 され ているように、こ

れ らの 地 図 は 重 な り合 うように、同 じ範 囲 をカバ ー して い るが 、そ れ ぞ れ 地 理 デ ー タとしての 特 性



が異 なるわ けである。

土 地被 覆 図 は、自然 特 性 を表 現 した地 図 である。代 表 的 なものとしては、航 空 写 真 や リモー ト

センシングデ ータなどによって得 られた、地 表 面 の特 性 を表 す 地 図や 、土 壌 を類 型 化 した土壌

図 などが考 えられる。それ に対 して、土 地利 用 図 は、自然 特 性 を表 す 土 地 被 覆 図 に対 して、人

間 の利 用 形 態 を表 現 した地 図 である。土 地 被 覆 図と土 地 利 用 図 の違 い は、例 えば次 のように説

明 できる。土 地 被 覆 図 上 で、同 じく林 地 に区分 される範 囲 につ いて、一 方 では林 業 が行 われて

いるのに対 し、もう一 方 では観 光 業 が行 われ ている場合 を考 えよう。その場 合 、土 地利 用 図 上 で

は、それぞれを林 業 地 帯 、観 光 業 地 帯 、あるいは第1次 産 業 地帯 、第3次 産 業 地 帯 といった風

に、区分 することが可 能 なわけである。

地 籍 図 は近 代 的な土 地 所 有 関係 が成 立 している土 地 に関 して、その所 有 のあり方 を表 現 す

るものである(3)。近 代 的 土 地 所 有 制 度 が確 立 している社 会 では、土 地 の取 り扱 いは、基 本 的 に

は、所 有 者 を通 して決 定 され る。したがって、林 地 においても、立木 の伐 採 や 育 林 といった森 林

の管 理 行 動 は、所 有 者 の行 動 と密 接 に結 びつ いている。また、そうした行 動 の結 果 として、森 林

の状 態 も決 定 される。その他 、政 策 によって、所 有 地 が何 らか の計 画 制 度 に組 み込 まれる場 合

も、一筆 ごとの属 性 として表 章 することが可 能 である。したがって、ここで地籍 図 と呼 ぶものの 中に

は、土 地計 画 図としての性 格 も含 まれることになる。

さて、以 上 述 べてきた3種 類 の地 図 によって、土 地 の特 性 を余 すところ無 く表 現 することが可 能

となる。見 方 を変 えるならば 、土 地 被 覆 図 は 土 地 の 自然 環 境 的 側 面 を、土 地利 用 図 は土 地 の

社 会 ・経 済 的側 面 を、そして地 籍 図 は土地 の法 ・制 度 的側 面 を表 したものであるとも云 えるだろ

う。

もっとも、いかなる場合 でも、これら3種 類 の地 図 が揃 うとは限 らない。発 展 途 上 国では地籍 図

の作 成 が行 われ ていない地 域 の方 が、お そらく普 通 であろう。特 に森 林 林 地 勘 定 が対 象 とす る

ような山 間部 では、精確 な地 籍 図 となると、日本 でも進 捗 ははかばかしくない。土 地 利 用 図 にし

ても、作 成 を行 うの に現 地 調 査 や 写真 判 読 を必 要 とす るため、作 成 に要 するコストは莫 大 なもの

となる。そのため、土 地 被 覆 図の情 報 の再 分 類 だけで、土 地利 用 図を作成 する場 合 も少 なくな

い。

4.3ミ クロデータセットとしてのGIS利 用

従 来 の経 済 分析 のためのデー タ利 用 は 、マクロ経 済 デー タとミクロ経 済 デー タの間 の有機 的



関 連 を、必 ずしも重 視 してこなかった。そこで、マクロ経 済 関係 を把 握 するためのフレームワークと

整 合 的 な形 で、ミクロベ ー スでの家 計 行 動 や 企 業 行 動 のデ ータセットを構 築 し、様 々な経 済 分

析 の実証 化 を図 ろうとす る動 きがある(4)。その際 の概 念 装 置 として、有 効 な働 きをするのが、これ

から述 べるミクロデ ータセ ットである(5)。

ミクロデ ータセットとは、前 段 でも述 べたとお り、ミクロベ ースでの家 計 行 動 や企 業行 動 を記 述 し

たデータセットである。その性 格 として、佐 藤(1993)(6)は 次 の3点 を挙 げている。(a)経済 分 析 に

あたって、フレキシブル かつ詳 細 であることが前 提 であり、個 表 レベ ル に近 いものが必 要 。(b)ミク

ロとマクロの 中 間 勘 定 として位 置 づけられ、2つ の間 の概 念 調 整 が必 要 。(c)母 体 がサンプル調

査 の場 合 、「記 入 漏 れ 」に伴 うデータ量 不 足 、「統 計 階 層 」間 のバイアスが見 られ るため、整 合 的

な計 数 調 整 が必 要 。

前 節 のデータ構 造 で述 べた、GISあ るいはLISの 性 格 も、ミクロベ ースの土地 情 報 と、マクロベ

ースの森 林 資源 勘 定 の 間 の有 機 的 関 連 を構 築 す るという意 味 で 、ミクロデータセット概 念 として

捉 えることが可 能 である。佐 藤 に倣 って、林 地 ミクロデ ータセットとしてのGIS・LISの 性 格 付 けを

行 うと、次 のように整 理 す ることが 出来 るだろう。(a)分 析 にあたって、フレキシブルかつ詳 細 である

ことが前 提 であり、地 籍 図 の一 筆 に当たるような、個 票 レベル に近 いものが必 要 である。(b)ミクロ

とマクロの中 間勘 定 として位 置 づ けられ、管理 主体 勘 定 と森 林 資 源 勘 定 の連 係 勘 定(土 地 の上

に整 合 的 な調 整 勘 定)で ある。(c)母 体 がサンプル調 査 の場 合 、「記 入 漏 れ」に伴 うデ ータ量 不

足 、「統 計 階 層 」間のバイアスが見 られ るため、整 合 的 な計 数 調 整 が必 要 である

(a)は、林 地 ミクロデ ータベ ースの構 築 に当たって、地 籍 図 が利 用 可 能 であることが、大 前 提 に

なっていることを指 す 。そしてそれ は、林 地 ミクロデ ータベ ースのような属 地 統 計 の場 合 には、個

票 が何 に当たるかという問 題 と関連 している。土 地 被 覆 図や 土 地 利 用 図 にお ける、ひ と固 まりの

区画(例 えば、まとまった森 林 や林 業 地 帯 のようなもの)を 個 票 とした場 合 、地 図 上 の境 界 が不

安 定 で、系 統 的 にIDを ふることが困難 である。それ に対 して、地籍 図の所 有 界 は、個 票 の境 界

として安 定 してお り、系 統 的なIDの 発 生 が容 易 である。このことから、林 地ミクロデータベースの

個 票 として地 籍 図 の一 筆 が最も適 当であり、それ は、経 済 活 動 のミクロデ ータベ ース個 票 が、企

業 や家 計 を基礎 としていることと同様 である。

(b)は(a)で 述 べたような個 票 を基 礎 として、森 林 の管 理 履 歴 や 土地 被 覆 、土 地利 用 の状 態 が

デ ータベース化 され ることが、適 当であることを意 味 している。このことは、属 人 統 計 において、主

体 の履 歴 がその個 票 上 に記 録 されることが適 当であるのと、全 く対 応 している。また、自然 資 源

勘 定 としての森 林 林 地 勘 定 の役 割 を考 えた場 合 、より積 極 的な意 味 を見 いだす ことができる。そ



れは、環 境 問 題 の多 くは土 地 の上 に現 象 しており、したがって、土地 統 計 として、環 境 統 計 を整

理 統 合 していくのが、最 も適切 だからである。

(c)はミクロデ ータベ ースー 般 に当てはまる問題 である。土 地 調 査 の場 合 も、コストの面か らも、

すべ ての情 報 にセンサスを行 うことは不 可能 であり、次 節 で述 べるノル ウェー の例 のように、サン

プル 調 査 が中 心 となる。そうした場 合 に、各 計 数 間 の整 合 性 をとることは 、ミクロデータベースの

重 要 な役 割 である。

このように、森 林 地 帯 のGIS・LISを 林 地 ミクロデータベ ースと位 置 づ け、それを森 林 林 地 勘 定

であるとするのが、最 も柔 軟 性 に富んだ考 え方 であろう。それ は、森 林 資 源 勘 定 と土 地 勘 定 の両

勘 定 を包 摂 し、体 系 づ ける。また、経 済 活 動 のミクロデー タベースが、企 業 、家 計 などプライバ シ

ー保 護 の観 点 から大 きな問題 を抱 えているの に対 し
、「土 地 につ いては公 概 念 の存 在 からも実

現性 があり、登 記 記 録 などはすでに公 開 が原 則 とされ ている」(7)ことも、この方 法 の有 効 性 を示 し

ている。しか し、林 地 ミクロデータベ ースの構 築 には、地籍 図 を必 要 としてお り、そのことが、この

方 式 の実 現 する際の一 番 の制約 条 件 であるといえる。

4.4ノ ルウェー資源 勘 定 体 系 の土地

ノル ウェー とフランスは1970年 代 から、資源 勘 定 の開発 に取 り組 んできており、その開 発過 程

で、資 源 ・環 境 統 計 としての土 地 統 計 の開発 にも力 を注 いできた。ノルウェーの土 地 勘 定 は、包

括 的 な土 地 調 査 体 系 としてのミクロデ ータベ ースの 開発 を指 向 したものである。また、フランスは

自然 遺 産 勘 定(French Natural Patrimony Accounts)を 構 成 す る「領 域 勘 定 あるいは空 間勘 定

(Territory or Space Accounts)」(8)の 中に、土 地を位 置 づ けている。本 節 は、土 地ミクロデ ータ

ベ ースを用 いた勘 定 体 系 の先駆 的 業績 として、ノル ウェーの事 例 に触 れる。

ノルウェーで は、環 境 勘 定 の開 発 に際 して、しっかりとした統 計 基 盤 を新 しく必 要 とした。1つ

は、勘 定形 式 に配 列 す ることが可能 なレジスター(register)ベー スの統 計 をつくること、もう1つ は

分類 と測 定 を標 準化 することである。

レジスターベ ースの統 計 とは、北 欧 諸 国 において広 く行 われ ている統 計 調 査 方 式 である(9)。そ

れ は、個 体 識 別 子 を伴 った個 別 データを、何 らかの構 造 的 な標 準 化 されたシステムで保 管 管 理

し、統 計 情 報 として利 用 す る制 度 である。日本 における近 年 の 国 民背 番 号 制 の議 論 などを思い

浮 かべ ると理 解 しやす いが、複 数 の公 的機 関 によって収集 された個 人 情 報 を、共 通 の識 別 子を

もとに、統 計 機 関が統 合 し、統 計 情 報 を作 成 する場 合 などがこれ に当たる。この統 計 方 式 は、プ



ライバシー意 識 の高まりや 、統 計 収 集 コストの肥 大 化 など、統 計 環境 の悪 化 に対 する切 り札 とし

て期 待 されている。しかし当 然ながら、日本 でも問題 視 され ているとおり、複 数 の統 計 の連 結 によ

り個 別 統 計 の収 集 目的を超 えた情 報 が明 らかにもなる場 合 があるため、個 人 情 報 保 護 について

は十 分 な配 慮も求 められている。

レジスターベ ースの統 計 では、個 人 情 報 、企 業情 報 、土 地 情 報 など、様 々な種 類 の行 政 記録

を登 録 ファイルとして管 理 し、統 計 制 度 の運 用 を図るわけだが、この管 理 を行 う何 らかの構 造 的

な標 準化 されたシステムの一 つがミクロデー タベ ースである。'

ノル ウェー にお ける環 境 統 計 のレジスター方 式 への切 り替 えは、上記 のうち、土 地情 報 に関す

るものである。それ以 前 に採 用 していたポイントサンプリング手 法 だけでは、時 間 、費 用 ともにかか

り過 ぎたことが切 り替 えの主 な理 由 である(10)。個 人 情 報 が一 人 一 人 の個 人 に識 別 子 を振 るのと

同様 に、レジスターベ ースの土 地 統 計 では 、区画 され た土地 ごとに一 意 の識 別 子 を振 る。土 地

情 報 を収 集 する各 機 関 は、この識 別 子 に関連 づけて様 々な環 境 情 報 を収 集 し、最 終 的 に統 計

機 関 がそれ らを統 合 して、利 用 可 能 な環 境 統 計 を作 成 す る。

環境 勘 定 に関連 して、ノルウェー では、土 地 レジスター(land registers)が 主 なデータソースと

して利 用 される。このうち、土 地 レジスターは、農 山村 、都 市 、計 画の3つ の異 なるレジスターから

構 成 される(11)。農 山村 レジスターと都 市 レジスターは、土 地利 用 変 化 と土 地 の質 的 変 化 の現 状

調 査 を 目的 としており、す でにある利 用 図や航 空 写真 上 での、空 間サンプリングを基 礎 技 術 とし

ている。計 画 レジスターは、地 域 計 画 について5千 分 の1ま たは1万 分 の1の 地 図上 にマークし

たもので、毎 年 更 新 を行 い、土 地利 用 計画 統 計 の基 礎 となる。(12)

レジスター方 式 を用 いれ ば、自然 的特 性 や 土地 利 用 と、その他 の行 政 デ ータを識 別 子を軸 に

連 携 し、加 えて、それらに地 籍 システムを結 合 させることで、調 査 された全 ての項 目につ いてのク

ロス集 計も可 能 となる(13)。ノル ウェーの土 地 勘 定 に関す る研 究 は、コストの制 約 や社 会 的 ニーズ

の変化 から、しばらく中断 していたようである。それが90年 代 半 ば以 降 、勘 定 のフレームワークな

ど研 究 が再 開され た(14)。今 後 の展 開が期 待 される。

4.5土 地被 覆 ・土地 利 用 勘 定

土 地 被 覆 ・土 地利 用 勘 定 の研 究 は、UN/ECEの 特 別 専 門委 員 会を経 て、Eurostatに 引 き継

がれ発 展 を遂 げた(15)。UN/ECEプ ロジェクトのリーダー 国 がフランスであることが、端 的 に示 して

いるように、その起 源 は 自然 遺 産 勘 定 の領 域 勘 定 であると思 われる。領 域 勘 定 は、土 地利 用 の



視 点 から、自然 遺 産 の発 展 過 程 を単 独 で描 写 しえるという考 えに立 つものである。社 会 経 済勘

定 とのリンケージは、各 種 のサテライト勘 定 を通 じて行 われる(16)。土 地 に関 す る自然 遺 産 勘 定 と

して、サブ ・サハラ・アフリカの農 業 発 展 を目的 とした、土壌 勘 定 の試 行 例 がある(17)。

土 地 被 覆 ・土 地 利 用 勘 定 は 、中 枢 勘 定(core accounts)と 付 帯 勘 定(supplementary

accounts)と いう2種 類 の勘 定 によって構 成 される。中枢 勘 定 は、土 地 被 覆 ・土 地利 用 のある時

点 での状 態 とその変 化 を面 積 ベ ースで表 すことを 目的 とする。それ に対 して付 帯 勘 定 は、経 済

活 動 などの人 為 的インパクトや 生 物 多 様 性 といった 自然 環 境 情 報 などのあるテーマを設 定 し、

土 地被 覆 ・土 地 利 用 勘 定 以 外 のデ ータも援 用 して、そのテーマ に沿 った情 報 を提 供 す ることを

目的とす る。

図4-3に 土地 被 覆 ・土地 利 用 勘 定 の構 造 を模 式 的 に示 した。ある時 点 での土 地 被 覆 と土地

利 用 の状 態 が、左 上 のA.土 地 被覆*土 地利 用マトリクスに示 される。このAマ トリクスを2時 点 作

成 し、土 地被 覆 について変 化 を表 したマトリクスが、B.土 地 被 覆 変 化 マトリクスである。図 には明

示 しなかったが、土 地利 用 に関しても2時 点 の情 報 があれ ば、同様 に土 地 利 用 変 化 マトリクスを

作成 できる。このAマ トリクス、Bマ トリクスが中枢 勘 定 である。また、容 易 に分 かるとお り、Aは スト

ック勘 定 、Bは フロー勘 定 である。

次 に経 済 活 動 のインパ クトに関 する付 帯 勘 定 の例 が、C.土 地利 用*経 済 活 動 部 門 マトリクス

である。Cマ トリクスでは、ある時 点 での、各 経 済セクター に割 り振 られた、土 地 資源 ストックの状

態 が示 される。こういったマトリクスは、テーマに応 じて、植 生*土 地 被 覆 マトリクスや 災 害発 生*土

地利 用など様 々に考 えられる。そして、これらいテーマ分 類 のCマ トリクスを2時 点 作 成 すると、フ

ロー勘 定 であるところのD.土 地被 覆 勘 定を作 成 することが可 能 となる。

土 地 被 覆 ・土 地 利 用 勘 定 に必 要 とされるデータは、バックグラウンドデ ータ、土 地 調 査 デ ータ、

特 別 調 査 データの3つ のタイプに分類 される。バックグラウンドデータに含 まれるのは、標 高 、地

質 、土壌 タイプ、気候 といった、恒 久 的 なランドスケープタイプや 、行 政 界 である。

土地 調 査 デ ータは、リモー トセンシングや 、サンプルプロット調 査 から得 られる土地 被 覆 デー タと

土 地 利 用 デー タである。また、より詳 細 なフィール ドサーベ イなどによって、精 度 の高 い土 地利 用

やビオトープ に関する情 報 を得 ることも出 来る。そして、経 済活 動 や部 門 勘 定 に関 しては、特 別

調 査 デー タを新 たに付 加 する必 要 がある。その 内容 は、生 産 、中間 消 費 、道 路 の混 雑 具 合 、汚

染 物 質 の排 出 、廃 棄 物 の投 棄 などに関する情 報 である。

土 地被 覆 ・土 地利 用勘 定では、土 地 調 査 データの利 用 可 能性 が、勘 定 全 体 の精 度 の決 定 に

重 要 な位 置 を占めている。その骨 格 を与 えるのが、CORINE Land Cover Inventory(CLC)(18)で



ある。CLCは 、EU加 盟 諸 国 とそれ 以 外 の 中東 欧 諸 国 に関 して、人 工衛 星 データを利 用 し、土

地被 覆 図を作 成 するためのEUに よるプ ロジェクトである。土 地 被 覆 図 は10万 分 の1の 縮 尺 で、

土 地被 覆 を44分 類 、最 も詳 細 なもので500メ ートルメッシュである。

しかし、CLCは500メ ー トル と少 々メッシュの精 度 が荒 いため、河川 、木 立 、道 路 などの線 形 の

地 物 の 多 くを認 識 す ることが できない。こうした線 形 の地 物 を把 握 するため、航 空 写 真 デ ータも

併 用 している。そして、より重 要 な点 は、衛 星 データにせよ航 空写 真 にせよ、リモートセンシングだ

けでは、土 地 利 用 や ビオ トープ に関 する情 報 を十分 には与えられないことである。作物 や 自然植

生 のタイプを識 別 することはできるが、その観 測 技 術 には限 界 がある。第1に 、リモー トセンシング

による詳 細 なサ ーベイ調 査 はだ いぶ改 善 されたものの、今 なお高 価 であり、1国 の包 括 的 なイン

ベ ントリーを作成 するには多 大 な費 用 がかかる。第2に 、利 用 に関するデータ収 集 の際 に、デー

タの識 別 が 困難 な点 が挙 げ られる。例 えば、木 材 生 産 、レクリエーション、土 壌 保 全 ための森 林

利 用 は、被 覆 図上 で は、全 て森 林 に分類 され てしまう。

この ため 、土 地 利 用 や 動 植 物 層 に 関 す る、より詳 細 な情 報 を付 加 す るた め には 、主 に サンプ ル

調 査 で フィー ル ドサ ー ベ イを 実 施 し、デ ー タを収 集 す る必 要 が ある。このた め 、土 地 被 覆 ・土 地 利

用 勘 定 作 成 の 際 にも、各 国 が独 自の 努 力 を重 ね て お り、、フランスではTer-Uti Survey、 イギリ

スでCountryside Survey1990(CS90)お よび1978年 、1984年 の フィー ル ドサ ー ベ イ、ドイツで は

より大 縮 尺 の航 空 写 真(STABIS25)を 併 用 して 、勘 定 の 精 度 を高 めてい る。

4.6森 林 林 地 勘 定 作成 の意 義 と可 能性

(1)林 地 ミクロデータセットと土 地 被 覆 ・土 地利 用 勘 定 の相 違

4.3節 、4.4節 の林 地 ミクロデ ータセット、4.5節 の土 地被 覆 ・土地 利 用 勘 定 の各 々について、

その性 格 の違 いを明 らかにす るため、模 式 的 に描 いたのが、図4-4お よび図4-5で ある。

図4-4の 林 地 ミクロデー タセットでは、地 籍 など境 界 によって囲 まれた土地 が、経 済行 為 による、

投入 と産 出の場 として立 ち現 れ る。土 地 の管 理 主 体 である土 地 所 有 者 などは、対 象 となる土地

に対 して、生 産 要 素 である労働 と資 本 を投 入 し、林 産 物 、レクリエーション、水 供 給 などの産 出 を

得 る。これ らの情 報 は施 業 履 歴 など区画 ごとの属 性 情 報 として記 録 される。そして、こうした人 為

的活 動 は、土 地 被 覆 に対 して影 響 を及 ぼし、その形 状 を決 める。この土地 被 覆 の状 態 につ いて

も、区画 ごとにまた記 録 される。4.3節 でも述 べたとおり、これら全 ての情 報 はミクロデータセットと

して、GIS、LIS上 に記 録 される。



それ に対 して、図4-5の 土地 被 覆 ・土 地 利 用 勘 定 では、土 地 は労働 および資 本 と並 ぶ 生産

要 素 の1つ として、経 済 プロセスに投 入 され、その結 果 として、経 済 価 値 が産 出されるという構 造

を持 っている。その時 々に投 入 され る土 地 利 用 の量 によって、土 地利 用 の形 状 が決 定 され、そ

れ が土 地 被 覆 を決 定 するという構 造 である。4.5節 で説 明したヨーロッパでの勘 定 では、土 地利

用 は面 積 によって表 章 される。

以 上 述 べてきたように、林 地 ミクロデ ータセットと土 地 被 覆 ・土 地 利 用 勘 定 では、全 体 の構 造

の 中での、土地 の位 置 づ けが異なる。すなわち、林 地 ミクロデータセットでは、土 地 は人 為 的 プロ

セスの働 く場 として位 置 づけられ るが、土 地 被 覆 ・土 地 利 用 勘 定 では、土 地 は生 産 要 素 の1つ と

して経 済 プロセスに投 入 される。

土地 被 覆 ・土 地 利 用 勘 定 を1つ1つ の個 別 の経 済プロセスと考 え、かつ 、土地 利 用 を複 数 の

地 籍 に分 割 するならば 、それは林 地 ミクロデータセットと代 替 可 能 である。このようにミクロデータ

セットは1つ1つ の地 籍 に関 する個 票 情 報 を与 えるという意 味 で、より詳 細 な情 報を含 むが、その

分 、構 築 にはコストが掛 かる。その点 、土 地被 覆 ・土 地利 用 勘 定では、1国 のマクロレベルでの構

築 も可 能 で、その場 合 は、産 業 連 関表 の延 長 として、土 地 利 用 面 積 を投 入 量 として計 上 すれ ば

良 く、コストも低 く抑 えることができる。また、全 ての産 業 を同様 の枠 組 みの 中で取 り扱 うことが出

来 るのも、この方 法 の利 点である。ただ、森 林 管 理 などへのデータ利 用 を考 えた場 合 、林 地 ミクロ

データセットの与える詳 細な情 報 は非 常 に有 用 である。

(2)日 本 における森 林 林 地 勘 定 の構 築

土地 被 覆 ・土 地利 用 勘 定 を 日本 のマクロレベ ルで作 成 す る場 合 は、産 業 分 類 に即 し、土 地

利 用 図 などによって産 業 ごとの土 地利 用 面 積 を算 出 し、産 業 連 関表 の付 帯 項 目として計 上 す

ることにより、対応 が可 能 だろう。この際 に残 される問題 としては、土 地利 用 図の更 新 頻 度 である

が、この点 については、4.5節 で述 べたEUのCORINEプ ロジェクトのような、恒 常 的 な土 地 利 用

作 成 のための制 度 が必 要 となる。とは云 うものの 、所 有 関係 に立 ち入 る必 要 が無 く、また、航 空

写 真 や 最 近 の高 解 像 度 人 工衛 星 デー タの利 用も可 能 な点 など、林 地 ミクロデータセットに比 べ

ると、比 較 的 安 価 に構 築 できることは有 利 な点 と云えよう。

次 に、林 地ミクロデー タセットを 日本 で構 築 する場 合 について、その試 案 を図4-6に 示 した。林

小 班 や地 籍 の筆 は、林 小 班 番 号 や地 番 を介 して、森 林 簿 や 地 籍 とリンクされる。次 に、属 人 の

社 会 経 済 情 報 を与 える農 林 業 センサスや 国勢 調 査 とは 、土地 の所 有 者 名 を介 してリンクする。

最 後 に、センサスデータを階 層 化 することで、林 家 経 済 調 査 などのサンプリングデ ータとのリンク



を図 る。この他 、様 々な業 務 統 計 や 個 別 調 査 も、属 地 や属 人 の連 関 する項 目を鍵 として、体 系

的ではないがリンクし、必 要 に応 じ利 用 する。これ らは、繰 り返 し述 べるとお り、詳 細 な情 報 を与 え

るが、その分 、高コストであり、また、次 に述 べるいくつかの乗 り越 えるべき問題 もある。

第1に 、スケールの問題 が挙 げられる。森 林 ・林 業 調 査 では、アドホックに様 々なスケール のデ

ータが奴 集 される。これをいま、林 業 経 営 調 査 を例 にして述 べ ると、次 の通 りである。す なわち、

市 町村 全域 を1つ とした統 計 デ ータが収集 されている森 林 組 合 調 査 、複 数 の林 小班 を所 有 する

林 家 に関する属 人 調 査 である個 別 林 家 調 査 、そして、林 小 班 あるいはリモー トセンシングなどメ

ッシュデータを収集 した森 林 資 源 統 計 、これら地 理 的 に見 た場 合 、データ収 集 スケール の異 なる

統 計 間 の調整 をどのようにつ けるかという問 題 である。森 林 組 合 調 査 レベ ルで捉 える場 合 、林 家

調 査 、資 源 統 計 をどのように統 合 す るかが問 題 になる。逆 に、森 林 資源 統 計 レベ ルで捉 える場

合 には 、組 合 調 査 、林 家 調 査 を如 何 に分 割 するかという問題 が生 じる。デー タベ ースの保 持 自

体 は別 レイヤー でそれ ぞれに行 うとして、これらを利 用 段 階でどのようにす るか。今 後 の検 討 を要

する点 である。

第2の 問題 は、センサス調 査 とサンプル調 査 の整 合 につ いてである。前 の第1の 問題 は、異 な

る地理 的スケールをもつデー タ間 の整 合 の 問題 であった。それ に対 してこれ は、異 なる調 査 方 法

によって発 生 したデー タ闇 の整 合 の 問題 がある。デ ータ収 集 コストを考 えると、全 ての調 査 統 計

をセンサスで行 うことは不 可 能 である。そこでサンプル 調 査 が必 要 となるわけだが、先 にも述 べた

とおり、それには、「記 入 漏 れ 」に伴 うデ ータ量 不 足 、「統 計 階 層 」間のバ イアスといった問題 の生

じる恐 れ がある。

最 後 に、異 なる境 界 を持 つ ポリゴン・レイヤー間 、あるいは、ポリゴンーメッシュ間 でオ ーバー レ

イを行 う場 合 、どのように整 合 性 を保 持 するかという問題 が残 っている。これ は例 えば 、個 別 林 家

調 査 の境 界 と、森 林 資 源 調 査 のメッシュの境 界 が異 なる場 合 などに生 じる問 題 である。こうした

場 合 、境 界 線 をどこに設 定 するかを一 概 に答 えることは 出来 ない。一 つ の考 え方 としては、調 査

方 法 の設 計 の段 階 であらかじめ調 整 をしておく方 法 が考 えられよう。

(3)途 上 国 にお ける森 林 林 地 勘 定 の構 築

ここまで 日本 にお ける森 林 林 地 勘 定 の構 築 につ いて論 じてきたが、途 上 国 においても、森 林

減 少 、土 壌 流 出 など、環 境 問題 と呼 ばれ るものの多 くは、土 地 と密 接 に関連 している。しかしな

がら、土 地 に関する統 計情 報 の決 定 的 な不 足 が、問題 解 決 の大きな足枷 となってきた。

途 上 国 にお ける環境 問題 は、年 を追 うごとに深 刻 化 している。そして、その中 の多 くは、土 地 と



密 接 に関連 している。森 林減 少 、土壌 流 出 、農 地 の塩 害 、これらは皆 、土 地 を抜 きにしては語 り

えない。また、資源 問題 として考 えた場 合も、土 地 は重 要 な要 素 である。途 上 国 の重 要 な経 済

資源 である、林 産 物 や鉱 物 などの一 次 産 品は 、土 地 所 有 の問題 と切 り離 して考 えることは不 可

能 だからである(19)。

本 論 で 述 べ てきた 、森 林 林 地 勘 定 の 事 例 は 、全 て先 進 国 で 行 われ てきたもの で ある。土 地 に

関 す る統 計 情 報 の 決 定 的 な不 足 を考 えると、問 題 の深 刻 さとは 反 対 に、森 林 林 地 勘 定 を途 上

国 で作 成 す ることは 、非 常 に困 難 であるようにも思 われ る。

しか しな が ら、最 近 の リモ ー トセ ンシ ング 技 術 の 発 達 に よって、これ らの 困 難 をうち崩 す 突 破 口

が 、近 年 ようや く開 か れ 始 め た。国 連 環 境 計 画(UNEP)のGRID(Global Resource Information

Database)プ ロジェクト(20)や、IGBP-HDP(The International Geosphere-Biosphere Programme

and the Human Dimensions of Global Environment Change Programme)の 土 地 利 用 ・土 地 被

覆 変 化(Land-Use and Land-Cover Change,LUCC)プ ロジェクト(21)のように、リモ ー トセ ンシング

の衛 星 デ ー タを用 い て、継 続 的 に途 上 国 の 土 地 被 覆 や 土 地 利 用 の変 化 を観 測 してい こうとす る

動 きで ある。これ らの 動 きは 、比 較 的 安 価 な 衛 星 デ ー タを 中 心 に 据 えることで 、これ までコス トの

面 か ら実 行 不 可 能 で あった 、途 上 国 を含 め た 土 地 環 境 変 化 を、継 続 してモ ニタリング できるとい

う意 味 で評 価 できる。

だが、リモートセンシングデ ータのみでは、複 雑 な森 林 減 少 などの原 因を突 き止 めるのが困難

なことも、また明 らかである。土 地 利 用 はその 土 地 が持 つ 自然 的 諸 条 件 と、その地 域 の社 会 経

済 条 件 の双 方 に依 存 している。また、土 地 被 覆 はこの土地 利 用 に影 響 されつ つ、また土 地 の 自

然 的条 件 に基礎 づ けられ 、決 定 され る。自然 的 、社 会 ・経 済 的 諸 条 件 が組 み合 わさって、その

地 域 の土 地 のあり方 は決 まっているのである。したがって、これら様 々な情 報 を有機 的 に関 連 づ

け、整 合 性 を保 ちながら収 集 していく、統 計 システムをまず構 築 す ることが非 常 に重 要 である。そ

の文脈 で、森 林 林 地 勘 定 の途 上 国 への適 用 が考 えられる。

途 上 国 への適 用 を照 準 に入 れた場 合 、利 用 可 能 なデータは、図4-2で 述 べ た3種 類 の地 図

のうち、現 在 のところ土 地被 覆 図 だけと考 えた方 が 良かろう。この場 合 、土 地利 用 図 は土 地被 覆

デ ータの再 分 類 で作 成 するのが、もっとも実 行 可 能 である。したがって、林 地 ミクロデ ータベ ース

を一 足 飛 び に指 向す るのは、現 時点 では妥 当性 に欠 ける。地 籍 図 、あるいは土 地 管 理 主 体 の

境 界 を明確 にする土 地 管 理 図 の作成 は、高 いコストを伴 うからである。その点 、4-5節 で述 べた

土 地 被 覆 ・土 地 利 用 勘 定 は、原 データが土 地 被 覆 デ ータだけでも、作 成 することが可 能 なため、

非 常 に実 行 可 能 性 が高 い。前節 で述 べた、現在 収集 されている土 地被 覆 データを、そのまま用



いることができる点も効 率 がよい。勘 定 全 体 の精 度 については問題 が残 るが 、それにつ いては 、

土地 利 用 図 、地籍 図 ・土 地 管理 図 という風 に、徐 々 に利 用 可 能 なデータを拡 充 していき、精 度

の向上 を図っていくしかない。また、そうすることで、最 終 的 には 、林 地 ミクロデ ータベ ースも実 行

可能 なものとなる。

ランドスケープ ・エコロジー(22)に関連 して、地 理 学 者 ・緑 地 学 者 の武 内は 「空 中写 真 、衛 星 画

像 を、単 に一 要 素 の特 性 を判 読 す るための手 段 と考 えるので はなく、総 合 的 なランドスケープや

自然 環 境 の外 観 をとらえるために用 いることは、細 分 化 の著 しい環 境 科 学 において、トータルな

ものの見 方 に立 ち返 る契 機 になるであろう。」(23)と述 べ ている。このようなトータルなものの見 方 、

様 々な事 象 を有 機 的 に関連 づ ける際 、勘 定 という概 念 装 置 は非 常 に有 効 である。その意 味 で、

現 在 の途 上 国 においてこそ、森 林林 地 勘 定 は重 要 であるとも云 える。。
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シ ョップ レ ポ ー トに 掲 載 され たLee,A.M.(1991)の 中 で も 、自 然 資 源 勘 定 に お ける 土 地 統 計 に つ

い て 取 り上 げ て い る

(22)ラ ン ドスケ ー プ ・エ コロジ ー に つ い て は 、武 内 和 彦(1991a)、 横 山 秀 司(1995)を 参 照

(23)武 内 和 彦(1991b),p.6
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図4-3土 地被覆 ・土地利用勘定の構造

資 料:Conference of European Statisticians(1995),p6
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5森 林計 画 情報 と地籍情報の整合性および相互利用可能性

5.1は じ め に

近 年 、地 域 の森 林 管理 にGISが 用 いられ るケースが増加 している。森 林GIS構 築 の際 には、

基 礎 情 報 として森 林 簿 と森 林 計 画 図 が用 いられることが多 い。周 知 のとおり、森 林 簿 と森 林 計

画 図 は 、森 林 計 画 制 度 で定 められた基 礎 情 報 であり、国 や都 道府 県 全体 の森 林 の状 態 を把 握

す るため に、現 在 も一 定 の役 割 を果 たしている。

だが 、す で に多 くの論 者 がすで に指 摘 しているとお り(1)、森 林 簿 ・森 林 計 画 図(以 下 、森 林 計

画 情 報)シ ステムは、モニタリング機 能 の欠 如 、現 在 のデ ータ更 新 システムや収 穫 表 の限界 、環

境 ・自然 情 報 の 不 足 など、多 くの問 題 を抱 えている。また、市 町 村 や 森 林 組 合 などが 、森 林 計

画 情 報 の悉 皆 情 報 としての特性 を生 かして、地域 森 林 管 理 のための基盤 情 報 としてこれを利 用

しようとした場 合 にも、そのための精度 を十 分 に保 証 するデータであるとは云 い難 い。

地 域 の森 林 管 理 に資 す る、今 後 の森 林GISの 発 展 方 向として、森 林 計 画情 報 システムそれ 自

体 の改 善 が模 索 される必 要 がある。林 野 庁 が1999年 度 から実施 している森 林 資源 モニタリング

調 査 は、そうした試 みとして重 要である(2)。

またそ の一 方 で、森 林 計 画 情報 以外 の既 存 の地域 の基 礎 情 報 について、森 林 管 理 のための

利 用 可 能 性 を検 討 す ることが求 められ る。既 存 の基 礎 情 報 を利 用 することによって、低 コストで、

現 在 の システムの欠 如 を補 完 する新 たな仕 組 み を構 築 す ることが可 能 となる。本 章 で は、森 林

計 画 情 報 以 外 の有 力 な地 域 の基礎 情 報 の1つ である、地 籍 情 報 にっいて取 り上 げ、森 林 計 画

情 報 と地 籍 情 報 との整 合 性 を実 証 的 に検 証 し、相 互 利 用 可 能性 を探 ることを 目的 とする。

5.2研 究 対 象 地 および研 究 方 法

1)研 究 対 象 地

研 究 対 象 地 であ る島 根 県 邑 智 郡 羽 須 美 村 は 、図5-1に 示 す とお り、島 根 県 の ほぼ 中 央 、中

国 山 地 の 山 間 に位 置 す る山 村 で ある。総 面 積7,403haに 対 して林 野 面 積6,326ha(う ち私 有 林

4,892ha、 公 有 林1,296ha、 公 団 有 林137ha、 国 有 林1ha)で あ り、林 野 率85%、 民 有 林 率 ほ ぼ

100%と 高 い(2000年 林 業 セ ンサス)。 また、総 人 口2,080人 、総 世 帯 数840戸(林 家 数478戸)



であり(2000年 国勢 調 査)、 高 齢 化 率 は47.6%(2002年 住 民基 本 台 帳)と 島根 県 内トップである。

羽 須 美 村 が本研 究 の対象 地 として適 当な理 由 は、以 上 述 べた林 野 率 、民有 林 率 の高 さ、人 口

過 少 な典 型 的 中 山 間 地 域 山村 であるほか に、森 林 計 画 情 報 と地 籍 情 報 とのいずれもが、デ ジ

タル化 されている点 にある。

まず 、森 林 計 画 情 報 につ いては、島根 県 林 務 部 局 が県 全 域 について整 備 したデジタルデー

タが利 用 可能 であった。県 では1995年 度 から森 林情 報システムを導 入 し、1999年 度 から本格

稼 動 している。次 に、羽 須 美 村 にお ける地 籍 調 査 事 業だが、1971年 度 開始 、1988年 度 に全 村

完 了 した。全 調 査 が近 年 主 流 を占める地 上数 値 法 でなく、地籍 細 部 測 量 の際 に平 板 測 量 を行

う地 上 図 解 法 による地籍 測 量である。1999年 度 に既 存 地籍 図の補 正 を実施 、2001年 度 から国

土 交 通省 の地籍 活 用GIS推 進 事 業 の適 用 を受 け、地 籍 情報 のデ ジタル 化 が村 全 域 で完 了 し

た。ほか に、島根 県 が農 地 基 図 データ作成 のために2000年 度 に実 施 した、島根 県 中 山間 地域

等 空 間 デ ータ基盤 作 成 業 務 の成 果 物 である高精 度 カラーデ ジタルオル ソフォトが、羽 須 美 村 全

域 をほぼカバ ーする形 で利 用 可 能 であったのも好 条 件 であった。なお、本 研 究 で用 いたデー タ

は、森 林 計 画 図お よび森 林 簿2002年4月1日 現在 、地 籍 図 および 土地 台 帳2002年1月1

日現 在 、カラーデ ジタルオルソフォト2000年7月20日 現 在 のものである。

2)研 究 方 法

島根 県 羽 須 美 村 全 域 を対 象 に、森 林 計 画 情 報 と地 籍 情 報 との整 合 性 の検討 を試 みることが、

本 章 の 目的 である。こうした研 究 は、近年 のGISの 発 達 、デジタルデ ータ整 備 の進 展 に支 えられ 、

萌 芽 が見 られるようになってきた。高 知 での一 連 の統 合 化 の取 り組 み(4)や、群 馬 での林 小 班 デ

ー タへの課 税 台 帳 の地 番 付 加 の試 み(5)
、島根 県 における森 林 計 画 情 報 と地籍 情 報 の統 合 化

の試 行(6)など、実 証 的な研 究 がすで にいくつかある。

森 林 計 画 情 報 と地 籍 情 報 の 中味 を図5-2に 示 した。

森 林 計 画 情 報 は、周 知 の通 り、森 林 法 を根 拠 とする森 林 計 画 制 度 の実行 のために収集 され

る情 報 である。その 目的 は、長 期 的 かつ基 本 的 な森 林 施 業 の指 針 を定 めることにある。森 林 計

画 情 報 は、森 林 計 画 図 の 図形 情 報 と森 林 簿 の属 性 情 報 より構 成 され 、属 性 情 報 は各 都 道 府

県 で少 しず つ異 なるが、島根 県 の場 合 、分 班 番 号 、所 有 者名 のほか 、面 積 、樹 種 、林 齢 、材 積

などの情 報 を含 む。ここで分 班 とは、森 林 の位 置 と施 業 の便 を考 え、森 林 計 画 図上 に設 定 した

森 林 区 画 の単 位 で、森 林 の植 生 を単位 とした森 林 の区 画 の最 小 単 位 であり、通 常 、林 小 班 と



呼 ばれるものと同様 である。なお 、島根 県では分班 を小 流 域 でまとめた、約30ヘ クタールの集 合

を小 班 、小班 を 自然 地 形 などでまとめた集 合 体を林 班 と定義 される。

それに対 して、地 籍 情 報 は、地 籍 の明確 化 を 目的 とする国 土調 査 法 を根 拠 とし、明 治 以 来 の

公 図(旧 土 地 台 帳 付 属 地 図)に 替 えて、不 動 産 登 記 法17条 地 図 として、土 地 に関する権利 の

登 記 制度 のために整 備 が進 められ ている(7)。地籍 情 報 は地 籍 の最 小 単 位 である筆 ごとに、地 籍

図 の図形 情 報 と土地 台 帳 の属 性 情 報 によって構 成 され 、属 性 情 報 として、番 地 、登 記 人 名 義 、

面 積 、名 義 人 住 所 、地 目を含 む。地 目は森 林 計 画 図 とほ ぼ同 じ地 域 をカバー する山林 、保 安

林 のほか、農 地 や宅 地 などに分 類 される。

以 上 から分 かるとお り、同じく土 地 に関す る情 報 であるが、森 林 計 画 情 報 と地 籍 情 報 では、そ

の性 格 が異 なる。森 林 計 画 情 報 は森 林 施 業 のための情 報 という性 格 から、境 界 情 報 は主 にオ

ルソフォトなどを用 い て林 相 から発 生す る。したがって、測 量 精 度 につ いて何 らの保 証 もなく、ま

た、所 有 者 名 も法 的 に保 証 されたものではない。それ に対 して、地 籍 情 報 は、権 利 関係 の登 記

に利 用 されるという性 格 からも、境 界 情 報 は、法 的 に定 められた測 量 によって発 生 する。したがっ

て、測 量 精度 、登 記 人 名 義 とも法 的 に保 証 されている。

本 研 究 では、これら森 林 計 画 情 報 と地 籍 情 報 のうち、両 者 に共 通する境 界/境 界 と所 有 者 名

/登 記 名 義 の2つ の属性 を軸 に、両 情 報 の最 小 単位 である分班 と筆 について、両情 報 間 の整

合 性 の検 討 を行 う。具 体 的 には、前節 で述 べた森 林 計 画 図 、地籍 図 、カラーデ ジタルオル ソフ

ォトの図 形 情 報 をGIS上 でオーバー レイし、各 図面 にリンクされた森 林 簿 、土 地 台 帳 の属 性 情 報

を用 いて、図形 パ ターンによる分析 を行 った。また、以 上 得 られ た検討 結 果 をもとに、森 林 簿 ・森

林 計 画 図 情 報 と地 籍 情 報 との相 互 利 用 可能 性 について考 察 した。

5.3森 林 計画 情 報 と地 籍 情 報 の比 較

最 初 に、羽須 美 村 全 域 について、森 林 計 画 情 報 と地 籍 情 報 の比 較 を行 った。その結 果 が表

5-1で ある。ここでは便 宜 的 に、森 林 計 画 情 報 につ いてはその対 象 とする森 林 全 体 を、地 籍 情

報 については地 目が山林 または保 安林 である筆 を、抽 出 し比 較 した。当然 、森 林 計 画情 報 の対

象 とする森 林 は、森 林 法 第5条 に規 定 される「森 林 」であり、地 籍 情 報 の 「山林 」「保 安 林 」とは

厳 密 には異 なる。こうした異 同 については、今 後 一層 の検 討 が必 要 だが、両者 の比 較 のために

大 きく外 れないと考 え、両者 の異 同についてはここでは問題 としない。

森 林 計 画 情 報 と地籍 情 報 の諸 元 を比 べると、分 班 数/筆 数 、総 面 積 、分 班 数/筆 数 当たりの



平 均 面 積 、所 有 者 数 のいず れも大 きな違 いのないことが分 かる。しかしながら、次 章 でより詳 細

に検 討 するが、1つ1つ の分 班 と筆 を照 合 すると、図形 情 報 としても、属 性 情 報 としても、多 くの

部 分 で一 致 しない。

そこでまず 、森 林 簿 と土地 台 帳 のそれぞれ に記 載 された所 有 者 名/登 記 名 義 を照 合 した。そ

の結 果 、両 者 に共通 して記載 のある所 有 者名/登 記名 義 は644と 約3割 程 度 であることが分か

った。また、共通 の所 有 者 の所 有 する林 地 についての面 積 総 計 は、両情 報 とも全 体 の5割 強 を

占めた。

次 に、それらの地 理 的 分布 を知 るために、羽 須 美 村 全 域 について、両者 に所 有者 の共 通 す

る森 林 計 画 情 報 の分 班 を図 示 したのが図5-3で ある。背 景 に薄 い灰 色 で示 したのは森 林 計画

情 報 の森 林 部 分 だ が、森 林 率85%と いう数 字 の示 す とお り羽 須 美 村 の全 体 を覆 う。共 通 の所

有者 の所 有 森 林 は、ほぼ均 等 に分 布 していることが見 て取 れる。

なお、本 研 究 では照 合 を機 械 的 に行 い、両者 の漢 字名 が全 く一 致 する場 合 を対 象 とした。従

って、氏名 の明 らかな誤 記 載 の場 合 、あるいは 、共 有 名 義 で筆 頭 者 の異 なる場 合 など、機 械 的

に一 致 を確 認 できないものは、照 合 できなかったものとして取 り扱 った。この点 にっ いては、今 後

より一 層 の検 討 が必 要 である。

5.4森 林 計画 図分 班 と地籍 図筆 の重 なり方 の類 型 化

(1)A氏 所 有 森 林 の比 較

羽 須 美 村 全 森 林 面 積 の約4%を 所 有 し、村 内最 大 の森 林 所 有 者 であるA氏 所 有 森 林 を対

象 に、森 林 計 画 図分 班 と地 籍 図 筆 の重なり方 の類型 の抽 出を試 みた。

森 林 計 画 情 報 で示 す と羽 須 美村 内のA氏 所 有 林 の分布 は、図5-4の とおり、羽須 美 村 の北

東 から南 西 にかけて、村 を横 断 して広 く分 布 する。A氏 の森 林 計 画 情 報 と地籍 情 報 の諸 元を比

較 したのが、表5-2で ある。分 班 数/筆 数 が100程 度 、面 積250ヘ クタール前 後 の森 林 を所 有 し、

分 班 数/筆 数 あたりの面 積 は2.5ヘ クタール 前 後 である。これ ら両 情 報 間 の諸 元 に大 きな相 違 の

ないことは、村 全 体 を比 較 した場 合 と同 様 である。

しかしながら、前節 でも述 べたとお り、1つ1つ の分班 と筆 を照 合 すると、各 データは必 ず しも一

致 していないことが分 かる。図5-5はA氏 所 有 林 の1部 を拡 大 した図 である。背 景 には比較 のた

めのオルソフォトがオーバーレイされている。これ を見 ると、森 林 計 画 図 と地 籍 図 の境 界 が部 分 的

にほぼ重 なる部 分もあるが、まったく別 々の部 分もあること。また、分 班 や 筆 が重 ならず 単独 で存



在 するものがあることが分 かる。単 独 で存 在 するものについて所 有者 名/登 記 名 義 を照 合 す ると、

森 林 簿 と土 地 台 帳 の各 々 に記 載 された所 有 者名/登 記 名 義 間 に親 族 関係 であることが類 推 さ

れるもの、そうでないものなど様 々であった。中には所 有 者 名/登 記名 義 の濁 点 が片 方 か ら欠 落

したために、所 有 者名/登 記 名 義 が共 通 していないと分 類 されているものもあることが分 かったが、

本 研 究 では機 械 的 照 合 を採 用 し、この点 については考 慮 しない。

(2)重 なり方 の類 型 の抽 出

前 節 のA氏 所 有 森 林 の比 較 を通 して、森 林 計 画 図分 班 と地 籍 図 筆 の重 なり方 の類 型 の抽

出を、オルソフォト等 も用 いながら視 認 で試 みた。その結 果 、図5-6の とおり、5類 型 が抽 出 され

た。各 類 型 は森林 計画 図分 班 を基 準 に、1つ1つ の分班 に対 して、地 籍 図筆 がどのように重 な

っているかで分 類 されている。

各 類 型 を説 明すると、(A)地 籍 図1筆 と森 林 計 画 図1分 斑 が重なり、かつ 、ほぼ同形 、(B)地

籍 図1筆 に対 し森 林 計 画 図複 数 分 班 が重なり、1筆 と複 数 分 班 がほぼ同形 、(C)地 籍 図複 数筆

が森 林 計 画 図1分 班 に対 し重 なり、複 数 筆 と1分 班 がほぼ 同形 、(D)地 籍 図1筆 または複 数筆

が森 林 計 画 図分 班 に対 し交 わる、(E)地 籍 図 筆 が森 林 計 画 図分 班 と重 なりも交 わりもしない 、で

ある。

(3)重 なり方 の類 型 の評 価

5類 型 のうち、(A)(B)(C)の3類 型 につ いては、一 定 の整 合 性 が確 保 されているとして良いであ

ろう。(A)は1対1の 照 応 関係 であり、全 く問題 ない。(B)(C)に ついても、林 相 で 区切 られた森 林

計 画 図 分 班 の境 界 と、地 籍 で 区切 られた地 籍 図の境 界 が、同一 の森 林 に対 して異なるまとまり

であり、多 対1の 照応 関係 であるが、整 合 的 である。

整 合 性 が見 出 されないのは、(D)(E)の2類 型 である。しかしながら、(E)については、相 続 時 に

名 義 変 更の行 われなかった所 有者 名 を補 足 し、また、氏 名 の記 載 ミスを修 正 するなどして、整 合

性 のある3類 型(A)(B)(C)に ある程 度 は再 分類 可 能 である。結 論 として、全 く整 合性 の見 出され

ない類 型 は(D)の み と考 えられる。

この5類 型 に、A氏 所 有 林 全 体 を分類 した結 果 が表5-3で ある。分 班 数 、面 積 共 に類 型(B)

の割 合 が最も多 く、全 体 の5割 前 後 を占める。このことはA氏 所 有 林 の半 数 が、地 籍 図1筆 を

複 数 分 班 に分 けたものであることを示 している。これ まで述 べ た評 価 に照 らして、類 型(A)(B)(C)

を合 計 した、分 班 数 で6割 強 、面積 で9割 弱の森 林 について、一 定の整 合 性 が確 保 されている



と考えて良 い。類 型(E)に ついて再 分類 が出来 れ ば、平 均 面積0.6ヘ クタールと比 較 的 小 規 模

な分 班 も整 合性 が確 保 され、分 班数 でも8割 近 い森 林 に整 合 性 が見 出 される可 能 性 がある。ま

た、各 項 目につい て少 し細 かく見 ると、類 型(B)に 当 てはまる分 班 が分班 数 、面 積 ともほぼ半分 と

もっとも多 い。これ は同一 地 籍 の 中で、異なる施 業 が行 われたため、複 数 の林 相 が存在 している

ケースの多 いことを示 している。

5.5保 安林 への類 型 の適 用 と評 価

森 林GISに は様 々な利 用 が考 えられるが、保 安林 台 帳 と森 林 簿 をシステム上 で統 合 する際 に、

地 籍 情 報 が特 に有 効 となる。そこで、保 安 林 に着 目し、羽 須 美 村 保 安 林 全 域 へ の前 章 で抽 出

した類 型 の適 用 を試 み た。

表5-4は 保 安 林 に関する森 林 計画 情 報 と地 籍 情 報 の比 較だが、表5-1と 併せ て見 ると、森

林 全 体 に対 して、分 班 数/筆 数 の1な いし2割 、面 積 の約3割 が保 安 林 であることが分 かる。そ

の 中で、保 安 林 所 有者/登 記 名 義 の約3割 、面積 にして5割 程 度 が両情 報 に共 通 している点 は、

森 林 全 体 の場 合 と同程 度 である。

前節 と同 様 の方 法 で、両情 報 に共 通 する所 有 者1人 ず つについて、保 安 林 全 体 を視 認 で5

類 型 に分 類 した結 果 が表5-5、 その地 理 的 分布 を示 したのが図5-7で ある。類 型(B)が 分 班 数 、

面積 の各 割 合 とも3分 の1を 占め多いのは、A氏 所 有 林 の場合 と同様 だが、類 型(E)に ついても、

分 班 数 で3割 、面積 で2割 と多 い。これは、所 有者 名 と登記 人名 義 を照 合す るという方 法 のた

めに、氏 名 の一 致 しない分 班 が全 てここに分 類 されたためと考 えられる。この点 につ いては、氏

名 の誤 記 のチェックや相 続 情 報 による他 の類 型 へ の再 分 類 によって、減 少 が見 込 まれる。

以 上 の結 果 を保 安 林 全 体 についてまとめると、類 型(A)(B)(C)の 総数 に当たる分班 数 で5割 、

面積 で7割 に一 定 の整 合性 のあることが確 認 された。類 型(E)の 再分 類 が出来 れ ば、平 均 面積

0.5ヘ クタールの小 規模 分 班 の整 合 性 が確 保 され 、分班 数 、面積 いずれでも9割 近 い森 林 に整

合性 が見 出 され る可 能 性 がある。したがって、明 らかな不 整 合(D)は1割 程 度 であることが分 かっ

た。また分 布 については、地 域 的偏 りも見 られ たが、一般 性 を見 出す には到 らなかった。詳 細 な

分析 につ いては今 後 の課題 である。

5.6考 察



本 章 の検 討 によって、森 林 計 画 情 報 の分 班 と地 籍 情 報 の筆 は概 ね整 合 性 のあることが確 認

された。本 来 、両情 報 システムは異なる制 度 によって運 用 されるため、収 集 されるデータそのもの

の質 が異 なり、や みくもに急 ごしらえの統 合 化 を 目指 すことは得 策 ではない。しかしながら、森 林

計 画 情 報 のデジタル化 が全 国 的 に進 む 中、精度 の明 確 な所 有 境 界 情 報 を持 つ地 籍 情 報 を基

礎 に、森 林 計 画情 報 を修 正 していくことで、今 後 、その情 報 をより高 精 度 で利 用 価 値 のあるもの

にしていくことは可能 だろう。本 研 究 の結 果 は、両 情 報 の相 互利 用 によって、地域 の森 林 情 報 が

より豊かになることを十 分 に予感 させるものであると云 える。

最 後 に、今 後 の課 題 につ いて3点 挙 げる。第1に 、森 林 計 画 情 報 と地籍 情 報 との整 合 性 に

ついて、その属性 を鍵 としたより精 査 な検 討 が必 要 である。たとえば、保 安 林 指 定 年 、地 籍 調 査

実 施 年 、森 林 計 画情 報 作 成 時期 、相 続 関係 、分 班/筆 の大 きさ、樹 種 、地 域 などを軸 とした分

析 によって、両情 報 の関係 が一層 明確 になることが期 待 される。第2に 、方 法 論 の改 善 が挙 げら

れる。本 研 究 では、類 型 分 類 に視 認 という方 法 を採 ったが、重 なり合 いの程 度 などを数 量 化 する

ことによって、方 法 のより一 般 化 が可能 だろう。第3に 、地 籍 調 査 そのものに関する研 究 が重 要

である。地 籍 調 査 の進 捗 状 況 は全 国 で45%(2001年 度 末)と 低 い。徳 島での森 林 組 合 による所

有 界 確 定 の取 り組 み の調 査(8)は、現 在 では国 土 交 通 省 の事 業 として全 国 的 に制 度 化 され進 展

している。こうした地域 の有 用 情 報 を増や していくための制 度 的研 究もまた重 要 である。

注釈

(1)Matsushita and Yoshida(1998),松 下(1999),白 石(1999)

(2)白 石(1998),家 原(1999),林 野 庁(1999)

(3)山 本(1997),松 村 他(1999),肱 黒(2000)

(4)後 藤(2002),今 西(2002),岩 崎(2002)

(5)白 石(2003)

(6)萩 原(2003)

(7)佐 藤(1996)藤 原(2002)
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表5-1森 林計画情報と地籍情報の比較(羽須美村全体)



表5-2森 林計画情報と地籍情報の比較(A氏 所有林)



表5-3重 なり方の類型別の分班数と面積(A氏 所有林)



表5-4森 林計画情報と地籍情報の比較(羽須美村保安林全体)



表5-5重 なり方の類型別 の分班数と面積(羽 須美村保 安林 全体)



図5-1研 究対象地 の位 置



図5-2森 林計画情報と地籍情報



図5-3森 林 計画図と地籍図の両方で所有者の共通する分班の分布



図5-4A氏 所有林の分布



図5-5森 林計画 図と地籍図の重ね合わせ(A氏 所有林)



図5-6森 林 計画 図分班 と地籍図筆 の重なり方の類型



図5-7森 林 計画図と地籍 図の整合性のある分班の分布(羽 須美村保安 林全体)


